
次 期 中 間 申 告 税 額 の 試 算 表

殿

当事業年度（　　　年　月　日～　　　年　月　日）の法人税等及び消費税等の申告計算結

果に基づき、貴社の次期中間申告税額を試算いたしました。その結果、次期中間申告税額は、

法人税等と消費税等を合わせて　　　　　　　　円となります。

なお、法人税等と消費税等の内訳は、以下のとおりです。

年 月 日

ＴＫＣ 以　上
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(注)当事業年度の申告計算実績を基礎として試算した結果、法人税の次期中間申告税額はありませんでした。

当事務所からのご連絡
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    また、地方税の次期中間申告税額の試算は、法人税の次期中間申告税額がある場合にのみ行います。
    したがって、次期は、法人税だけでなく、地方税の中間申告税額もありません。
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確 定 申 告 の 税 額 計 算 報 告 書

貴社の当事業年度の申告税額（消費税等・法人税等・地方税）についてご報告申し上げます。

１．消費税等

中 間 納 税 額

３．地方税（都道府県民税、事業税、特別法人事業税及び市町村民税）

以　上

殿

円 円 円

年 月 日

ＴＫＣ

消費税・地方消費税

この申告により納付する税額
円 円 円

この申告により還付される税額

２．法人税・地方法人税

納期限：

法人税等・地方税

　 税 　 目 　 申 告 税 額
当 課 税 期 間
　 の 税 額 　

円 円 円 円 円 円

納期限：

繰 戻 還 付
請 求 税 額

年 税 額

納付すべき額 見 込 納 付 額 差 引 税 額 今回納付税額
既 に 納 付
確 定 し た 額

還 付 の 内 訳
中 間 納 税 額所 得 税 額 等

都

道

府
県

税

都 道 府 県 民 税

(法 人税 割)

( 均 等 割 )

事 業 税

特別法人事業税

事 業 税 ・ 特 別

都道府県税合計

法 人 事 業 税 計

市 町 村 民 税

(法 人税 割 )

( 均 等 割 )

地 方 税 合 計

申 告 税 額中 間 納 税 額　 税 　 目 　

　 税 　 目 　 年 税 額

法 人 税

内 、 外 形 標 準
課税・収入割分

納期限：

円 円 円 円 円 円

合 計消 費 税 等

法人税の課税標準 (所得金額)：

地 方 法 人 税

(第　 期：　　　年　月　日～　　　年　月　日)
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一般社団法人けやきの会共生

田中忠勝　税理士事務所
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(注１) 都道府県民税・市町村民税の「納付すべき額」｢差引税額」は、全都道府県（市町村）を「相殺表示」に統一して金額を表示しています。

70,000

10

70,000

10

令和 5年 8月31日(木)

令和 5年 8月31日(木)

0
00 10

70,000 70,000 70,000 70,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

70,000 70,000 70,000

70,000 70,000 70,000 70,000

0

70,000

（還付） 10

0 0 0

70,00070,00070,000

(注２) 都道府県民税・市町村民税の「見込納付額」は、均等割額、法人税割額の順に充当しています。
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整 理 番 号

申告書
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務 付
署 受

令和　　年　　月　　日

税 務 署 長 殿

電 話（ ） －

円

非同族会社

旧納税地及び

旧法人名等

青色申告 一 連 番 号

庁 指 定 局 指 定 指 導 等 区分

課税土地譲渡利益金額
(別表三(二)｢24｣)＋(別表三
(二の二)｢25｣)＋(別表三(三)｢20｣)

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等

に係る 控除対象 所得税額等 相当額の 控除額

(((9)－(10)－(11))と(18)のうち少ない金額)

差引所得に対する法人税額

要

否

同 非 区 分

貸借対照表、損益計算書、株主(社員)資本等変
動計算書又は損益金処分表、勘定科目内訳明細
書、事業概況書、組織再編成に係る契約書等の
写し、組織再編成に係る移転資産等の明細書

期末現在の資本金の

同上が1億円以下の普通法人のうち中小法人に該当しないもの

額又は出資金の額

事 業 種 目

特　　定
同族会社 同族会社

添 付 書 類

口座
番号

ゆうちょ銀行の
貯金記号番号

※税務署処理欄

銀 行

金庫 組合

農協 漁協

・

・

出 張 所

本店 支店

本所 支所

・

・

預金

非中小法人

法人税額の特別控除額

の 書 面 提 出 有
税理士 法 第 3 0条

の2の書面提出有
税理 士法 第3 3条

の 計 算 期 間　令和　　　　　　　　　

適用額明細書
提出の有無

有 無

通 信 日 付 印 確 認

　年　月　日 

申 告 区 分

法
人
税

地 方

法人税
中 間 期限後 修 正 中 間 期限後 修 正

有 有

事業年度分の法人税

課 税 事 業 年 度 分 の 地 方 法 人 税 申告書

所得金額又は欠損金額

　(別表四｢52の①｣)　

法 人 税 額
　(48)＋(49)＋(50)　

同上に対する税額
(62)＋(63)＋(64)

課 税 留 保 金 額
(別表三(一)｢4 ｣ )

同上に対する税額
(別表三(一)｢8 ｣ )

法 人 税 額 計
 (2)－(3)＋(4)＋(6)＋(8) 

控 除 税 額

(9)－(10)－(11)－(12)

中間申告分の法人税額

差引 確定
法人 税額
(13)－(14)

中間申告の場合はその
税額とし、マイナスの
場合は (22)へ記入

年 　 　 　  月 　 　 　  日残余財産の最
後の分配又は
引渡しの日

決算確定の日

剰 余 金 ・ 利 益 の 配 当
(剰 余金 の 分 配 )の金 額

申告により納付すべき地方法人税額
この申告が修正申告である場合のこの

(61)
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所得の金額に対する法人税額
((２)-(３)+(４)+(６)+(９の外書)

対 す る法 人 税 額
( 8 )

課税標準法人税額
(28)＋(29)

課
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標

準

法

人

基
準
法
人
税
額

地 方 法 人 税 額
(53)

課税留保金額に係る地方法人税額

(54)

所 得 地 方 法 人 税 額
(31)＋(32)＋(33)

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等

に係る 控除対象 所得税額等 相当額の 控除額

差 引 地 方 法 人 税 額
(34)－(35)－(36)－(37)

中間申告分の地方法人税額

地方法人税額

差 引 確 定

(38)－ (39)

中間申告の場合はその

税額とし、マイナスの
場合は (42)へ記入
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所 得 税 の 額
(別表六(一)｢6の③｣)

控

除

税

額

の

計

算

外 国 税 額
 (別表六(二)｢23｣) 

計
(16)＋(17)

控 除 し た 金 額
(12)

控除しきれなかった金額

(18)－(19)

所得税額等の還付金額

(20)

中 間 納 付 額
(14)－(13)

欠損金の繰戻しに

よる還付請求税額

計

(21)＋(22)＋(23)

この申告が修正申告である場合の

この申告により納付すべき法人税

額 又 は 減 少 す る 還 付 請 求 税 額

(57)

外

外

０ ０

事 業 年 度
  （至）  

売 上 金 額

申告年月日

税 理 士

署 名

納 税 地

(フリガ ナ)

法 人 名

代 表 者

代 表 者

住 所

(フリガ ナ)

法人番号

(別表六(五の二)｢7｣) +(別表十七(三の六)｢3｣)

( ( 別表六 ( 五の二 ) ｢ 8 ｣ +別表十 七 (三の 六 )

　(別表六(六)｢5 ｣)　

法 人 区 分 人を除く。）、一般社団法
人等 、み なし公 益法 人等

普通 法人 （特定 の医 療法

又 は 人 格 の な い 社 団 等

左記以外の公益法人
等、協同組合等又は
特 定 の 医 療 法 人

令 和 年 　 　 　  月 　 　 　  日令 和

10

仮装経理に基づく過大申告の

更正 に 伴 う 控除法 人 税 額
11

36
仮装経理に基づく過大申告の

更正に伴う控除地方法人税額

37

｢ 4 ｣ ) と ( 3 4 ) の う ち 少 な い 金 額 )
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通算グループ
整 理 番 号

通算親法人
整 理 番 号

税 額 控 除 超 過 額
相 当 額 等 の 加 算 額

-  別表六(二)付表六｢7の計｣)

28

課 税 留保 金 額 に

税額控除超過額相当額の加算額

(別表六(二)付表六｢14の計｣)

外 国 税 額 の 控 除 額
(((34)－(35)－(36))と(65)のうち少ない金額)

欠 損 金 等 の 当 期 控 除 額

(別表七(一)｢4の計｣)+(別表七(三)｢9｣

若しくは｢21｣又は別表七(四)｢10｣)

翌期へ 繰り越す欠 損金額

　(別表七(一)｢５の合計｣)　

こ
の
申
告
に
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る
還
付
金
額

42

外国税額の還付金額
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長谷川　徳幸

電子申告完了済
[電子申告(受付)日時：2023/08/21 10:31:52  受付番号：20230821103152830119]

田中忠勝

電子申告済

R05.08.21
田中忠勝税理士

事務所
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表

一

4 5 4 8

4 6

4 7

5 1

   の    ％ 又 は    ％ 相 当 額

そ の 他 の 所 得 金 額

(1)－(45)－(46)

5 2

地 方 法 人 税 額 の 計 算

法 人 税 額 の 計 算

　   のうち中小法人等の年800万円相当額以下の金額

((１)と800万円×　　のうち少ない金額)

  の   ％ 相 当 額

  　のうち特例税率の適用がある協同組合等の

年10億円相当額を超える金額　　　　　　　

－ 1 0 億 円 × 　

こ の 申 告 が 修 正 申 告 で あ る 場 合 の 計 算

5 5

5 6

5 7

4 9

5 0

5 3

5 4

法

人

税

額

の

計

算

こ

の

申

告

前

の

こ

の

申

告

前

の

地

方

法

人

税

額

の

計

算

5 8

5 9

6 0

6 1

所 得 の 金 額 に 対 す る 法 人 税 額

(28)

課 税 留 保 金 額 に 対 す る 法 人 税 額

(29)

法 人 税 額

還 付 金 額

外

外

確 定 地 方 法 人 税 額

還 付 金 額

欠 損 金 の 繰 戻 し に よ る

還 付 金 額

( 45 )

( 46 )

この 申告によ り納付す べき法人 税額

又は((56)－(24))

又 は 減 少 す る 還 付 請 求 税 額

((15)－(55) )若しくは((15 )＋(56) )

こ の 申 告 に よ り 納 付 す べ き

又は(((59)－(43))＋((60)－(43の外書)))

地 方 法 人 税 額

((40)－(58))若しくは((40)＋(59)＋(60))

次

葉

1 2

( 1 )
1 2

2 2

( 1 )

( 1 )

  の   ％ 相 当 額

  の   ％ 相 当 額

   の 1 9 ％ 又 は 2 3 . 2 ％ 相 当 額( 47 )

( 51 )

( 52 )

1 5 1 9

1 0 . 3

1 0 . 3

又は(別表一付表｢5｣)　　　　　　　　　

土 地 譲 渡 税 額 の 内 訳

地 方 法 人 税 額 に 係 る 外 国 税 額 の 控 除 額 の 計 算

6 2

6 3

6 5

6 6

6 4

6 7

外 国 税 額

( 別 表 六 ( 二 ) ｢ 5 6 ｣ )

土 地 譲 渡 税 額

( 別 表 三 ( 二 ) ｢ 2 5 ｣ )

　 　 同 上 　 　

( 別 表 三 ( 二 の 二 ) ｢ 2 6 ｣ )

控 除 し た 金 額

(37)

土 地 譲 渡 税 額

( 別 表 三 ( 三 ) ｢ 2 1 ｣ )

控 除 し き れ な か っ た 金 額

(65)－(66)
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一般社団法人けやきの会共生
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の損金算入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

事 業

年 度
法 人 名

区 分

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額

加

算

損 金 経 理 を し た 法 人 税 及 び 地 方 法 人 税
（ 附 帯 税 を 除 く 。）

損金経理をした道府県民税及び市町村民税

小 計

減

算

減 価 償 却 超 過 額 の 当 期 認 容 額

納税充当金から支出した事業税等の金額
受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額

（ 別 表 八 ( 一 ) 「 ５ 」 ）

法人税等の中間納付額及び過誤納に係る還付金額

所得税額等及び欠損金の繰戻しによる還付金額等

仮 計
( 1 ) ＋ ( 1 1 ) － ( 2 2 )

法 人 税 額 か ら 控 除 さ れ る 所 得 税 額
( 別 表 六 ( 一 ) ｢ 6 の ③ ｣ )

税 額 控 除 の 対 象 と な る 外 国 法 人 税 の 額
（別表六（二の二）「７」）

合 計
(26)＋(27)±(28)＋(29)＋(30)＋(31)＋(32)±(33)

契 約 者 配 当 の 益 金 算 入 額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 3

1 4

1 5

1 6

1 7

2 0

2 2

2 3

2 4

2 5

2 6

2 7

2 8

3 2

3 3

3 4

3 5

4 3

3 9

総 額

①

円

処 分

留 保 社 外 流 出

② ③

円配 当

そ の 他

※

※

※

※

外 ※

外 ※

そ の 他

※

そ の 他

そ の 他

そ の 他

外 ※

※

別

表

四

小 計

円

ＴＫＣ

所得の金額の計算に関する明細書

そ の 他

そ の 他

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

特定目的会社等の支払配当又は特定目的信託に係る受託法人の利益の分配等の
（別表十 「１３」

組合等損失額の損金不算入額又は組合等損失超過合計額の損金算入額

3 6

損 金 経 理 を し た 納 税 充 当 金
損 金 経 理 を し た 附 帯 税 （ 利 子 税 を 除 く 。 ） 、
加 算 金 、 延 滞 金 （ 延 納 分 を 除 く 。 ） 及 び 過 怠 税

減 価 償 却 の 償 却 超 過 額

役 員 給 与 の 損 金 不 算 入 額

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額

そ の 他

損 金 算 入 額
又は別表十 「１６」若しくは「３３」）（十）

対外船舶運航事業者の日本船舶による収入金額に係る所得の金額
の損金算入額又は益金算入額　　　　　　　　　　　　　　　　（別表十(四)｢２０｣､｢２１｣又は｢２３｣）

※

外 国 子 会 社 か ら 受 け る 剰 余 金 の 配 当 等 の 益 金 不 算 入 額
（ 別 表 八 (二)「 ２ ６ 」 ）

適 格 現 物 分 配 に 係 る 益 金 不 算 入 額

1 9

受 贈 益 の 益 金 不 算 入 額

1 8

1 2

1 1

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

4 8

沖縄の認定法人又は国家戦略特別区域における指定法人の所得の特別控除額

(別表十(一)｢15｣若しくは別表十(二)｢10｣又は別表十(一)｢16｣若

2 9

3 0

（八）

（十 四）

（ 別 表 十 二 「４３の計」）

、別表十（九）「１１」

超 過 利 子 額 の 損 金 算 入 額

対 象 純 支 払 利 子 等 の 損 金 不 算 入 額

仮 計
( ( 2 3 ) か ら ( 2 5 ) ま で の 計 )

新 鉱 床 探 鉱 費 又 は 海 外 新 鉱 床 探 鉱 費 の 特 別 控 除 額
（ 別 表 十（三）「４３」）

総 計
( 4 3 ) ＋ ( 4 4 )

差 引 計
( ( 3 4 ) か ら ( 3 8 ) ま で の 計 )

(別表七(一)｢4の計｣)＋(別表七(四)｢10｣) 4 4

3 8

4 2

外 ※

4 0

4 1

非適 格合併 又は 残余財 産の全 部分配等に よる移 転資 産等の 譲渡
利益額 又は譲渡 損失額

欠 損 金 等 の 当 期 控 除 額

※

※

農 業 経 営 基 盤 強 化 準 備 金 積 立 額 の 損 金 算 入 額

農 用 地 等 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 額 の 損 金 算 入 額

関 西 国 際 空 港 用 地 整 備 準 備 金 積 立 額 、 中 部 国 際 空 港 整 備

4 7

4 5

（ 別 表 十 二 「１０」）

（十 四）

準 備 金 積 立 額 又 は 再 投 資 等 準 備 金 積 立 額 の 損 金 算 入 額 　

そ の 他

※

外 ※

（ 別 表 九（一）「１３」）

（ 別 表 九（二）「１０」）

（ 別 表 十 四（二）「２４」又は「４０」）

（ 別 表 十 七（二の三）「１０」）

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

中間申告における繰戻しによる還付に係る災害損失欠損金額の益金
算入額 3 7

分配時調整外国税相当額及び外国関係会社等に係る控除対象所得税額等相当額
3 1

外 ※

※

※

※

※

（別表六(五の二)｢５の②｣）＋（別表十七(三の六)｢１｣）

（別表十二(十一)｢１５｣、別表十二(十二)｢１０｣又は別表十二(十五)｢１２｣）

4 6

特定事業活動として特別新事業開拓事業者の株式の取得をした場合の

特別 勘定繰 入額 の損金 算入額 又は特別勘 定取崩 額の 益金算 入額

（ 別 表 十（ 六 ）「２１」－「１１」）
※

通 算 法 人 に 係 る 加 算 額

（別表四付表「５」）
外 ※

外 ※

残余財産の確定の日の属する事業年度に係る事業税及び特別法人事業
税の損金算入額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

通 算 法 人 に 係 る 減 算 額
（ 別 表 四 付 表 「 １ ０ 」 ）

2 1

4 9

5 0

5 1

5 2

※

外 ※

※

外 ※

更生欠損金又は民事再生等評価換えが行われる場合の再生等欠損金

（別表七(三)｢９｣又は｢２１｣）

通算対象欠損金額の損金算入額又は通算対象所得金額の益金算入額

（別表七(二)付表一｢２３の計｣）
当 初 配 賦 欠 損 金 控 除 額 の 益 金 算 入 額

（別表七の二｢５｣又は｢１１｣）

差 引 計
( 3 9 ) ＋ ( 4 0 ) ± ( 4 1 ) ＋ ( 4 2 )

（別表十七（二の二）「２９」又は「３４」）

しくは別表十(二)｢11｣)

又は要加算調整額の益金算入額                                        

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

 1,765,269  1,765,269

70,000 70,000

仮 払 税 金 消 却 額 20 20

70,020 70,020

20 20

仮 払 諸 税 10 10

30 10
20

 1,695,279  1,695,259  20
0

10 10

 1,695,269  1,695,259  20
10

 1,695,269  1,695,259  20
10

 1,695,259  20
10

 1,695,269  1,695,259
 20
10

 1,695,269

 1,695,279  1,695,259
 20

0

 20
10 1,695,259 1,695,269

△ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △

△ △
△

△

△ △
△

△△△



事 業

年 度
法 人 名

区 分

区 分

期 首 現 在

期 首 現 在

利 益 積 立 金 額

当 期 の 増 減

当 期 の 増 減

減

減

増

増

利 益 積 立 金 額
－

－

＋

＋

①

①

②

②

③

③

④

④

利 益 準 備 金

積 立 金

繰 越 損 益 金 ( 損 は 赤 )

納 税 充 当 金

対

す

る

も

の

を

除

く

　

未納法人税及び未納地方法人税
（ 附 帯 税 を 除 く 。 ）

未 納 道 府 県 民 税
（均等割額を含む。）

未 納 市 町 村 民 税
（均等割額を含む。）

差 引 合 計 額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

1 5

1 6

1 7

1 8

1 9

2 0

2 1

2 2

2 3

2 4

2 5

2 6

2 7

2 8

3 0

3 1

円 円 円 円

① ② ③

① ② ③

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

ＴＫＣ

別

表

五

( )一

利益積立金額及び資本金等の額の計算に関する

差 引 翌 期 首 現 在

差 引 翌 期 首 現 在

明細書

資 本 金 等 の 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

利 益 積 立 金 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

資 本 金 等 の 額

円 円 円 円

3 2

3 3

3 4

3 5

資 本 準 備 金

差 引 合 計 額

退

職

年

金

等

積

立

金

に

未

納

法

人

税

等

。
Ⅰ

Ⅱ

中間

中間

中間

中間

確定

確定

確定

確定

資 本 金 等 の 額

3 6

資 本 金 又 は 出 資 金

29

未 払 通 算 税 効 果 額
（附帯税の額に係る部分の金額を除く。）

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

 2,659,234  2,659,234  4,424,503

70,000 70,000 70,000

0

70,000 70,000 70,000

0

 2,659,254  2,659,254  4,424,513

仮 払 諸 税  20  20  10 10

70,000

 4,424,513

0

70,000

0

 4,424,503△ △ △

△ △ △

△ △ △△

△

△



〇 〇

（ ５ の 　 ） ＋ （ １ ０ の 　 ） ＋ （ １ ５ の 　 ）〇

〇

〇

（３０）＋（３３）－（４０）

事 業

年 度
法 人 名

1

2

3

4

5

6

7

8

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

円

円

円 円 円 円

円 円

税 目 及 び 事 業 年 度
期 首 現 在

未 納 税 額
当 期 発 生 税 額

当 期 中 の 納 付 税 額

充 当 金 取 崩 し

に よ る 納 付

仮 払 経 理 に

よ る 納 付

損 金 経 理 に 未 納 税 額

法
人
税
及
び
地
方
法
人
税

当

期

分

中 間

確 定

計

道

府

県

民

税

当

期

分

中 間

確 定

計

市

町

村

民

税

当

期

分

中 間

確 定

計

法

人

事

業

税

　

　

当 期 中 間 分

計

そ

の

他

損

金

算

入

の

も

の

利 子 税
延 滞 金

（ 延 納 に 係 る も の ）

損

金

不

算

入

の

も

の

加 算 税 及 び 加 算 金

延 滞 税
延 滞 金

（ 延 納 分 を 除 く 。 ）

過 怠 税

納 税 充 当 金 の 計 算

期 首 納 税 充 当 金

繰

入

額

損 金 経 理 を し た 納 税 充 当 金

計

（３１）＋（３２）

取
崩
額

法 人 税 額 等

事 業 税 及 び 特 別 法 人 事 業 税

（  １ ９ の 　   ）

損 金 算 入 の も の取

崩

額

そ

の

他

損 金 不 算 入 の も の

仮 払 税 金 消 却
計

（３４）＋（３５）＋（３６）＋（３７）＋（３８）＋（３９）

期 末 納 税 充 当 金

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

別

表

五

(二)

６５４1 ２ ３

３ ３ ３

３

〇

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

ＴＫＣ

〇

租税公課の納付状況等に関する明細書

期 末 現 在

9

〇 〇 〇

事

業

税

及

び

特

別

よ る 納 付

・ ・

・ ・

通 算 法 人 の 通 算 税 効 果 額 の 発 生 状 況 等 の 明 細

 ＋  １ ２ ３ ４ ５〇 〇 〇 〇 〇- - -

〇 〇

42

43

44

45

円

円

円 円 円

事 業 年 度

期 首 現 在

未 決 済 額
当 期 発 生 額

当 期 中 の 決 済 額

未 決 済 額

中 間

確 定

計

　   ・   ・   

　   ・   ・   

５４1 ２ ３〇

期 末 現 在

〇 〇

　   ・   ・   

　   ・   ・   

当 期 分

支 払 額 受 取 額

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

印 紙 税

源 泉 所 得 税 等

10,832

10 10

10,832 0

0

70,000

70,000

70,000

70,000

70,000

70,000

00

0 0

 3   7   1

 4   6  30 70,000

70,000

70,00070,000 70,000

70,000 0

70,000

70,000

0

0

0

0



事 業

年 度
法 人 名

区 分
収 入 金 額 ① につ いて課 される所得 税額 ② のうち控除を受ける所得税額

① ② ③

そ の 他

計

1

2

3

4

5

6

円 円 円

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

ＴＫＣ

別

表

六

( )一

所得税額の控除に関する明細書

集団投資信託 （合同運用信託、公社債 投資信託及び

公社債等運用 投資信託（特定公社債等 運用投資信託

割 引 債 の 償 還 差 益

公社債及び預貯金の利子、合同運用信託、公社債投資信託及び

公社債等運用投資信託（特定公社債等運用投資信託を除く。）

の収益の分配並びに特定公社債等運用投資信託の受益権及び特

剰余金の配当（特定公社債等運用投資信託の受益権及び特定目

的信託の社債的受益権に係るものを除く。）、利益の配当、剰

銘 柄
収 入 金 額 所 得 税 額

( 9 ) の う ち 元 本

所 有 期 間

所 有 期 間 割 合

位 未 満 切 上 げ

控 除 を 受 け る

所 得 税 額
（ ）小 数 点 以 下 ３配当等の計算期間

( 8 ) × ( 1 1 )

（１０）

（ ９ ）

7 8 9 10 11 12
円 円 月 月

個

別

法

に

よ

る

場

合

円

銘 柄
収 入 金 額 所 得 税 額

（１５）－（１６）

２ 又 は １ ２

（ ）マ イ ナ ス の

場 合 は ０ 　

所有元本割合
（１６）＋（１７）

（１５）

(小数点以下３位未満切上げ)

(１を超える場合は１)

控 除 を 受 け る

所 得 税 額

( 1 4 ) × ( 1 8 )

13 14 15 1 6 1 7 1 8 1 9
円 円 円

配当等の計算期末

の所有元本数等　 の所有元本数等　

配当等の計算期首銘

柄

別

簡

便

法

に

よ

る

場

合

そ の 他 に 係 る 控 除 を 受 け る 所 得 税 額 の 明 細

支 払 者 の 氏 名 又 は 法 人 名 支 払 者 の 住 所 又 は 所 在 地
支払を受けた

年 月 日

収 入 金 額
控 除 を 受 け る

所 得 税 額 参 考

2 0 2 1

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

円 円

計

を除く。）を 除く。）の収益の分配　 　　　　　　

剰余金の配当（特定公社債等運用投資信託の受益権及び特定目的信託の社債的受益権に係るものを除く。）、利益の配当、剰余金の分配及び金銭の
分配（みなし配当等を除く。）、集団投資信託（合同運用信託、公社債投資信託及び公社債等運用投資信託（特定公社債等運用投資信託を除く。）

定目的信託の社債的受益権に係る剰余金の配当　　　　　　　

余金の分配及び金銭の分配（みなし配当等を除く。）　　　　

を除く。）の収益の分配又は割引債の償還差益に係る控除を受ける所得税額の計算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

74 10 10

74 10 10



事 業

年 度
法 人 名

事 業 年 度 区 分
控 除 未 済 欠 損 金 額

3

当 期 控 除 額

4

翌 期 繰 越 額

((3)－(4))又は(別表七(四)｢15｣)

5

円 円

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

円

計

当

期

分

欠 損 金 額
欠 損 金 の 繰 戻 し 額

同
上
の
う
ち

青 色 欠 損 金 額

合 計

災 害 の 種 類
災害 のやん だ日又はや むを

・ ・

災 害 を 受 け た 資 産 の 別
棚 卸 資 産 固 定 資 産

(固定資産に準ずる繰延資産を含む。)

計
＋

当 期 の 欠 損 金 額
6

円

災

害

に

よ

り

生

じ

た

損

失

の

額

資 産 の 滅 失 等 に よ り 生 じ た 損 失 の 額 7
円 円

被 害 資 産 の 原 状 回 復の た め の 費 用 等 に
8

計

9

保 険 金 又 は 損 害 賠 償 金 等 の 額

10

差 引 災 害 に よ り 生 じ た 損 失 の 額
(10 )－(11 )

11

12

別

表

七

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

青色欠損・連結みなし欠損・災害損失

( 7 ) ＋ ( 8 ) ＋ ( 9 )

① ② ③

②

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

ＴＫＣ

欠損金の損金算入等に関する明細書　　　　　

①

( 別 表 四 ｢ 5 2 の 　 ｣ )①

①

( 別 表 四 ｢ 5 2 の 　 ｣ )

一

係 る 損 失 の 額 　 　 　　 　 　 　 　 　 　 　

(当 該事業年 度の(3 )と ( ( 2 )

－ 当 該 事 業 年 度 前 の ( 4 ) の

合 計 額 )の う ち少 な い 金 額 )

控 除 前 所 得 金 額

(別表四｢43の　｣)
1 2

1 0 0
5 0 又 は 1 0 0

(1) ×

損 金 算 入 限 度 額

①

円 円

繰 越 控 除 の 対 象 と な る 欠 損 金 額
16

被 害 の 拡 大 又 は 発 生の 防 止 の た め の 費
用に係る損失の額　　　　　　　　　　　　

得な い事情 のやんだ日 　　

)(

同上の うち所得税 額の還付 又は欠損金 の繰戻
しの対 象となる災 害損失金 額　　　　 　　　

繰 戻 し の 対 象 と な る 災 害 損 失 欠 損 金 額

中間申 告における 災害損失 欠損金の繰 戻し額

③③ ③((6の　)と((13の　)-(14の　))のうち少ない金額)

((6の　)と((12の　)-(14の　))のうち少ない金額)③③ ③

13

14

15

災 害 損 失 欠 損 金 額

災 害 に よ り 生 じ た 損 失 の 額 が あ る 場 合 の 繰 越 控 除 の 対 象 と な る 欠 損 金 額 等 の 計 算

(16の◯)3

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

 3・ 6・30

 2・ 7・ 6

  ・  ・  

  ・  ・  

1,695,269

2,525,134 2,525,1340

1,695,269

1,695,269

4,220,403

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

  ・  ・  

1,039,556

1,485,578

0

0

1,039,556

1,485,578
 3・ 7・ 1

 4・ 6・30

  ・  ・  

  ・  ・  



事 業

年 度
法 人 名

一括評価金銭債権に係る貸倒引当金の損金算入

当 期 繰 入 額

期 末 一 括 評 価 金 銭 債 権 の

繰

入

限

度

額

の

計

算

貸 倒 実 績 率

実 質 的 に 債 権 と み ら れ な い も の

(16)

法 定 の 繰 入 率

繰 入 限 度 額

  ((2)×(3))又は((4)×(5))  

ＴＫＣ

公 益法 人等 ・協 同組合等 の繰 入限 度額

繰 入 限 度 超 過 額

  (1)－((6 )又は(7))  

1

2

3

4

5

6

7

円

円

1 , 0 0 0

貸

倒

実

績

率

の

計

算

前３年内事業年度（設立事業年度である

場合には当該事業年度）の(2 )の合計額

( 9 )

前 ３ 年 内 事 業 年 度 に お け る

前

３

年

内

事

業

年

度

 

設

立

事

業

年

度

で

あ

る

貸倒れによる損失の額等の合計額

  (11)+(12)-(13)  

(14) ×
12

前 ３ 年 内 事 業 年 度 に お け る

貸 倒 実 績 率

( 小 数 点 以 下 ４ 位未 満 切 上 げ )

(15)

(10)

　 一 括 評 価 金 銭 債 権 の 明 細 　

勘 定 科 目
期 末 残 高

等 と み な

さ れ る 額

及 び 貸 倒

円 円 円 円 円 円 円 円 円

計

基準年度の実績により実質的に債権とみられないものの額を計算する場合の明細

に開始した各事業年度末の一括評価金銭債権の額

同 上 の 各 事 業 年 度 末 の 実 質 的 に 債 権

と み ら れ な い も の の 額 の 合 計 額 　 　

債 権 か ら の 控 除 割 合

 ( 小 数 点 以 下 ３ 位 未 満 切 捨 て )  

(27)

(26)

実 質 的 に 債 権 と み ら れ な い も の の 額

  (23の計)×(28)   

円

円

26

27

28

29

(

帳 簿 価 額 の 合 計 額

に関する明細書

(23の計)

の 額 を 控 除 し た 期 末 一 括 評 価 金

(25の計)

売掛債権等の貸倒れによる損失の

額の合計額　　　　　　　　　　

別 表 十 一 (一 ) ｢ 2 4 の 計 ｣の 合 計 額

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

事 業 年 度 の 月 数 の 合 計 　 　

場

合

に

は

当

該

事

業

年

度

 

の

 

 

 

 

 

 

)

円

円

9

10

11

12

13

14

15

16

17 18 19 20 22 23 24 25

銭 債 権 の 帳 簿 価 額 の 合 計 額 　 　

個別評価の
対象となっ
た売掛債権
等の額及び
非適格合併
等により合
併法人等に
移転する売
掛債権等の
額　　　　

否 認 額 　

売 掛 債 権
税務上貸倒
れがあった
ものとみな
される額及

(17)のうち

び売掛債権
等に該当し
ないものの
額　　　　

完全支配関

係がある他

の法人に対

する売掛債

権等の額　

期 末 一 括
評 価 金 銭
債 権 の 額

 (17)+(18)- 
 (19)-(20)- 
 (21)-(22)  

実 質 的 に

債 権 と み

ら れ な い

も の の 額

差引期末一
括評価金銭
債権の額　

 (23)-(24)  

の合計額　　　　　　　　 　　　 　　　　　　 

8

( 6 )×
1 0 0

21

法第52条第
１項第３号
に該当する
法人の令第
96条第９項
各号の金銭
債権以外の
金銭債権の
額　　　　

平成27年4月1日から平成29年3月31日までの間

別

表

十

一

)
一
の
二(

1 0 2

別 表 十 一 (一 ) ｢ 1 9 の 計 ｣の 合 計 額

事 業 年 度 の 数 　 　 　 　 　 　

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 0 0 8 2 1 K 1 21 3 1 2 4

300

60,000

360

0

60,000

60,000

60,000

60,000

60,000

60,000

売掛金

6.0



)(六

事 業

年 度
法 人 名

別

表

十

六

Ｉ   均 等 償 却 を 行 う 繰 延 資 産 の 償 却 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

当期の期間のうちに含まれる償却期間の

月数　　　　　　　　　　　　　　　　

当 期 償 却 額

前 期 か ら の 繰 越 額

同 上 の う ち 当 期 損 金 認 容 額

( (1 2)と( 1 4 )のうち少ない金額)

差 引 合 計 翌 期 へ の 繰 越 額

( 1 3 ) ＋ ( 1 4 ) － ( 1 5 )

Ⅱ 一 時 償 却 が 認 め ら れ る 繰 延 資 産 の 償 却 額 の 計 算 に 関 す る 明 細 書

繰 延 資 産 の 種 類

月 月 月 月 月

円 円 円 円 円

令

五

・

四

・

一

以

後

終

了

事

業

年

度

分

ＴＫＣ

繰延資産の償却額の計算に関する明細書

外 外 外 外 外

1

償

却

超

過

額

当

期

分

の

償

却

限

度

額

差

引

2 3

繰 延 資 産 の 種 類

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

1 5

1 6

1 7

1 8

1 9

2 0

2 1

2 2

2 4

2 5

2 6

2 7

支 出 し た 年 月

支 出 し た 金 額

償 却 期 間 の 月 数

特

別

償

却

不

足

額

租 税 特 別 措 置 法 適 用 条 項

特 別 償 却 限 度 額

前期から繰り越した特別償却不足額

又は合併等特別償却不足額　　　　

合 計

( 6 ) ＋ ( 8 ) ＋ ( 9 )

当 期 分 の 普 通 償 却 限 度 額

( 3 ) ×
( 4 )

( 5 )

償 却 不 足 額

( 1 0 ) － ( 1 1 )

償 却 超 過 額

( 1 1 ) － ( 1 0 )

翌期に繰り越すべき特別償却不足額

((12)と((8)+(9))のうち少ない金額)

当期において切り捨てる特別償却不

足額又は合併等特別償却不足額　　

差 引 翌 期 へ の 繰 越 額

( 1 7 ) － ( 1 8 )

翌
期
へ
の
繰

越
額
の
内
訳

当 期 分 不 足 額

( (1 2 )と( 8)のうち少ない金額)

適格組織再編成により引き継ぐべき合併

等特別償却不足額　　　　　　　　　　

支 出 し た 金 額

前 期 ま で に 償 却 し た 金 額

当 期 償 却 額

期 末 現 在 の 帳 簿 価 額

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

( )( )( )( )( )

条 項 条 項 条 項 条 項 条 項

外 外 外 外 外

外 外 外 外 外

・

・

・

・

 4・ 7・ 1

 5・ 6・30
一般社団法人けやきの会共生

0 9 01 3 1 2 4

開業費

451,826

451,826

(1/1)



年 月 日

殿

税　理　士

税理士法人

氏名又は名称

所属税理士会等

住所又は事務所

の 所 在 地

依 頼 者

事務所の名称

及 び 所 在 地
連絡先

税 理 士
税理士法人

て、税理士法第２条第１項第１号に規定する税務代理を委

氏名又は名称

電話

１　税務代理の対象に関する事項

　 税 目 　

又　　　は

※整理番号

※事務処理欄 部 門 業 種 他部門等回付

受
付

印

税理士会　 　　　支部

登録番号等 第　　　　 　　　　号

・ ・ （ ）部門

電話

電話

　上記の　　　　　　　を代理人と定め、下記の事項につい

任します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

過 年 分 に

関 す る

　下記の税目に関して調査が行われる場合には、下記の年分等より前の年分等（以下「過年分」と
いいます｡)についても税務代理を委任します（過年分の税務代理権限証書において上記の代理人に
委任している事項を除きます｡)。【委任する場合は□にレ印を記載してください。】　　　　　　

　上記の代理人に税務代理を委任した事項（過年分の税務代理権限証書において委任した事項を含
みます。以下同じ｡)に関して調査が行われる場合には、私（当法人）への調査の通知は、当該代理
人に対して行われることに同意します。【同意する場合は□にレ印を記載してください。】　　　

□

□

２　その他の事項　　　　　　　

(該当する税目にレ印を記載してください。)

□

□

□

□

□

□

□

□

所得税(復興特別所得税を含む)
※ 申 告 に 係 る も の

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 ( 譲 渡 割 )

所得税(復興特別所得税を含む)
※ 源 泉 徴 収 に 係 る も の

　　　　　　　　　　　　　税

　　　　　　　　　　　　　税

　　　　　　　　　　　　　税

　　　　　　　　　　　　　税

法 人 税
復 興 特 別 法 人 税 ・
地 方 法 人 税 を 含 む

年 　 分 　 等

　　　　     　  年 分 　　　　　　　　　　

　自   平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　　至　 平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　

　自   平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　　至　 平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　

(法 定 納 期  限 到 来 分)
　自   平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　　至　 平 成 ・ 令 和  　　年　　月　　日　

調 査 の 通知 に

関 す る 同 意

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

税 務 代 理

代 理 人 が複 数

あ る 場 合に お

け る 代 表す る

代 理 人 の定 め

　上記の代理人に税務代理を委任した事項に関しては、上記の代理人をその代表する代理人として
定めます。【代表する代理人として定める場合は□にレ印を記載してください。】　　　　　　　

□

　　　　　　　　　  平 成 ・ 令 和　　　　 

東京都江東区東砂４－１８－１０

(03    ) 5665 - 9831

田中忠勝

東京

74861

5

東京都江東区亀戸５丁目４番９号弐番館ドミ

ール２０５

一般社団法人けやきの会共生

　　　　　　　　  長谷川　徳幸

8 14

4 7 1 3065

東京都江東区東砂４－１８－１０

(03    ) 5665 - 9831

江東東　税務署長

税 務 代 理 権 限 証 書

江東東

4 7 1 5 6 30

(03    ) 5609 - 7525

田中忠勝　税理士事務所

令和

レ

レ

レ

(1)上記１の申告書等の提出を電子申告にて行うこと。

法人税・地方法人税:[電子申告(受付)日時:2023/08/21 10:31:52  受付番号:20230821103152830119]電子申告完了済

電子申告済

R05.08.21
田中忠勝税理士

事務所



令 和  4 年  7 月  1 日 か ら

令 和  5 年  6 月 3 0 日 ま で

勘 定 科 目 内 訳 明 細 書

第 3 期

1 ．預貯金等の内訳書

2 ．売掛金（未収入金）の内訳書

3 ．仮払金／貸付金及び受取利息の内訳書

4 ．棚卸資産(商品又は製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品)の内訳書

5 ．買掛金（未払金・未払費用）の内訳書

6 ．仮受金／源泉所得税預り金の内訳書

7 ．借入金及び支払利子の内訳書

8 ．役員給与等の内訳書

9 ．地代家賃等／工業所有権等の使用料の内訳書

1 0 ．雑益、雑損失等の内訳書

 一 般 社 団 法 人 け や き の 会 共 生  

ＴＫＣ
13124090



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

預貯金等の内訳書

①

P-

  支   店   名   

亀戸
東京東信用金庫

普 通 預 金 4,107,9585068386

4,107,958普通預金 計

田中忠勝　税理士事務所

20

 摘  要  
  金 融 機 関 名   

 種 類    期 末 現 在 高  

4,107,958
計

15

  口 座 番 号   

 5

10

円

ＴＫＣ
13124090



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日

③

売掛金（未収入金）の内訳書

有限会社沖田土木売 掛 金 埼玉県越谷市向畑528－4 60,000

60,000売掛金 計

田中忠勝　税理士事務所

 5

計

  科    目   
  名　称（氏名）      所   在   地 （ 住 所 ）    

  相  手  先   
 期 末 現 在 高   摘  要  

円

10

15

20

25

ＴＫＣ
13124090



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

④

仮払金（前渡金）の内訳書

P-

済前 払 費 用
(株)宅建ﾌｧﾐﾘｰ共

東京都千代田区九段北3丁目2番11号 11,000 保険料

(株)ﾅｯﾌﾟ賃貸保証 東京都千代田区麹町3丁目5番2号 29,700 事務所保証料

　　計 40,700

江東東税務署人 税 等 10 源泉税額
未収還付法

　　計 10

ングル敷 金
株式会社トライア

江戸川区一之江8-10-6 104,000 事務所分

　　計 104,000

田中忠勝　税理士事務所

 法人・代表 

貸付金及び受取利息の内訳書

 者との関係 

 期 中 の 受 取 利 息 額 

 5

 科  目  
 相 手 先  

  名   称 (氏名)    法人・代表  
  者との関係  

  期 末 現 在 高     摘 　 要   

 貸 付 先  

    所   在   地 （住所）  
 期 末 現 在 高  

 利 率  

 担 保 の 内 容  

計

    所    在    地 (住所)    

円

 5

10

円

計

円

ＴＫＣ
13124090

％

  名   称 (氏名)   ( 物 件 の 種 類 、数 量 、所 在 地 等 ) 



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑤

棚卸資産(商品又は製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品)の内訳書

P-

ﾌﾞﾘｻﾞｰﾌﾞﾄﾌﾗﾜｰ商 品 送料含む5,8651
個

　　計 5,865

封筒貯 蔵 品 趣意書在中分58   
枚

封筒 無地58   61,7701,065
枚

申込書 4.95 7,5241,520
枚

企画書 6.6 16,5002,500
枚

ﾀﾞﾝﾎﾞｰﾙ 73.7 4,12756
枚

A4
ｺﾋﾟｰ用紙

単価0.669円1,0031,500
枚

B5
ｺﾋﾟｰ用紙

単価0.508円254500
枚

切手 1円から84円切手3,30044
枚

　　計 94,478

税込表示

田中忠勝　税理士事務所

 5

10

15

20

 科  目   品   目   数  量   単  価    期 末 現 在 高   摘  要  

円 円

計
100,343

ＴＫＣ
13124090



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑨

買掛金（未払金・未払費用）の内訳書

P-

(一社)アプローズ買 掛 金
東京都港区南青山4-3-24
青山NKビル2階 23,463 ﾌﾟﾘｻﾞｱﾚﾝｼﾞﾒﾝﾄ

ソフトバンク(株) 港区海岸1－7－1 8,827 電話代

株式会社Gritmass
東京都台東区浅草橋　2-25-7
長島エレガンスビル　6F 5,500 ﾗﾍﾞﾙﾃﾞｰﾀ作成代

社
ヤマト運輸株式会

東京都江東区有明1-6-26 4,136 宅急便代

　亀戸支店
株式会社大塚商会 東京都台東区東上野3-3-3

ﾌﾟﾗﾁﾅﾋﾞﾙ５階 1,937 ﾃﾞｰﾀ通信代他

43,863買掛金 計

務所未 払 費 用
田中忠勝税理士事 東京都江東区東砂

4-18-10 38,500 6月分

38,500未払費用 計

中央都税事務所等
未払法人税

70,000 確定額

70,000未払法人税等 計

田中忠勝　税理士事務所

与

・ ・・ ・

・ ・・ ・

 5

10

15

20

  科    目   
  相  手  先   

  名　称（氏名）      所   在   地 （ 住 所 ）    
 期 末 現 在 高   摘  要  

円

計

(注) 配当金又は法人税法第２条第15号に規定する役員に対する賞与（使用人兼務役員に対する使用人職務分の賞与を

未
払
役
員
賞

未

払

配

当

金

　支　払　確　定　年　月　日　　 期 末 現 在 高 　 　支　払　確　定　年　月　日　　 期 末 現 在 高 　

円 円

ＴＫＣ
13124090

　除きます。）のうち未払となっているものがある場合には、次の欄にその内訳を記入してください。



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑩

仮受金（前受金・預り金）の内訳書

P-

預 り 金 江東東税務署 62,977 源泉税額

江東区役所 13,700 住民税額

76,677預り金 計

田中忠勝　税理士事務所

源泉所得税預り金の内訳

  者との関係  

計

　 支 払 年 月 　　 所 得 の 種 類 　 期 末 現 在 高  　 支 払 年 月 　　 所 得 の 種 類 　 期 末 現 在 高  

5 1 報 3,573 5 4 報 3,573

年 年円 円月分 月分

計

62,977

円

5 1 給 6,640 5 4 給 6,640

5 2 給 6,640 5 5 給 6,520

5 2 報 3,573 5 5 報 5,512

5 3 給 6,640 5 6 給 6,520

5 3 報 3,573 5 6 報 3,573

 科  目  
 相 手 先  

  名   称 (氏名)      所    在    地 (住所)      法人・代表  
  期 末 現 在 高      摘 　 　 要    

 5

令和 令和

令和 令和

令和 令和

令和 令和

令和 令和

令和 令和

10

 5

ＴＫＣ
13124090



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑪

借入金及び支払利子の内訳書

P-

東京都江東区南砂5-24-17-502 代  表  者 運転資金
5,300,000

長谷川　徳幸

　　　　　　　　　　 計 5,300,000

内1年内返済借入金

960,000円
3,760,000 0.36 

日本政策金融公庫

長期借入金 計 3,760,000

田中忠勝　税理士事務所

 5

10

 借 入 先  

      所　　在　　地 （住所）      
 法人・代表者 
 と の 関 係 

 期 末 現 在 高  
 期中の支払利子額 

 利 率  

 担 保 の 内 容  

 ( 物 件 の 種 類 、数 量 、所 在 地 等 ) 

円

計

円

13124090
ＴＫＣ

％

  名   称 (氏名)  



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑭

役員給与等の内訳書

P-

○常本人代表取締役

全    般

長谷川　徳幸

江東区南砂5-24-17-502 4,150,000 4,150,000非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

常

非
・

田中忠勝　税理士事務所13124090

 5

10

　 区 　 分 　

　 　 　  役 員 給 与 等 の 内 訳 　 　 　   

　 　 　  　   人 件 費 の 内 訳 　 　 　 　     

役 職 名

担当業務

氏 　 　 名

住 　 所

代表者と 常勤・

非常勤

の別

役 　 員

使用人

その他

退職給与

  左  の  内  訳  

計

円 円 円 円

4,150,000 4,150,000

計

　総額のうち代表者及びその家族分　　 総 　 額 　

円 円

　 　 役 員 給 与 　 　

　 給 与 手 当 　

　 賃 金 手 当 　

 従 業 員  

5,207,000 4,150,000

4,150,000

1,057,000 0

4,150,000

ＴＫＣ

給 与 計 職務分
定期同額

給　　与

事前確定

届出給与

使 用 人 職 務 分 以 外

業績連動

給　　与

の関係

円 円 円



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑮

地代家賃等の内訳書

P-

事務所家賃東京都江東区亀戸5-4-9-205家      賃

･事務所 (株)ﾄﾗｲｱﾝｸﾞﾙ

江戸川区一之江8-10-6 712,800
円

3175R ～ R4 8 1･ ･ ･

･
円

～･ ･ ･

･
円

～･ ･ ･

･
円

～･ ･ ･

･

円

～･ ･ ･

･
円

～･ ･ ･

･
円

～･ ･ ･

･

円

～･ ･ ･

田中忠勝　税理士事務所

工業所有権等の使用料の内訳書

･ ･

･･

･･

･

 5

    地 代 家 賃 の 内 訳     

 地 代・家 賃 
 の   区   分   所       在       地  

  借地（借家）物件の用途     貸  主  の  名  称（氏名）  

   貸 主 の 所 在 地（住所）     支  払  賃  借  料   

   支 払 対 象 期 間   
 摘  要  

計
712,800

支 払 先 の 所 在 地（住所）

支  払  先  の  名  称（氏名）
 支 払 年 月 日  支 払 金 額    権利金等の内容   摘  要  

円

     権 利 金 等 の 期 中 支 払 の 内 訳      

計

 名   称  
支  払  先  の  名  称（氏名）

支 払 先 の 所 在 地（住所）
 契 約 期 間  

 支払対象期間 

  使 用 料 等   

  支 払 金 額   
 摘  要  

計

円

･

･･

･ ･

･

･

･ ･

･

･

～

～

～

～

～

～

13124090
ＴＫＣ



商号：一般社団法人けやきの会共生

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日 1

⑯

雑益、雑損失等の内訳書

P-

雑 収 入

特定求職者雇用開

発助成金 東京労働局 400,000

勤労者退職金共済

助成金 機構 10,000

410,000　　計

田中忠勝　税理士事務所

 5

10

 5

10

 科  目  　 取 引 の 内 容 　
  名  称（氏名）  　 所   在   地  ( 住 所 ) 　  

 金  額  

計

計

円

雑

益

等

雑

損

失

等

ＴＫＣ
13124090

　 　 相 手 先 　 　



0 0 1 6 4 2 5 9

法人事業概況説明書

一般社団法人けやきの会共生

03 5609 7525

  0

従業員

 4

 5

 7

 6

 1

3 0

  0

https://www.keyakinokaikyousei.org

長谷川　徳幸

長谷川　徳幸

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

   

   0

    

    

    

   1

   1

   1

    

(控用)

その他の障害者福祉事

   

ＴＫＣ会計ソフト：e21まいｽﾀｰ(TKC)

○

  0

  0   

○

   

   

1 0 1 0 6 0 5 0 0 3 8 5 8

電子申告完了済 [電子申告(受付)日時：2023/08/21 10:31:52  受付番号：20230821103152830119]

     7 2 4 0

    - 1 6 9 5

      8 8 2      4 8 6 5

       1 6      4 1 0 7

      8 7 1

       6 0

      1 0 0

        5

     6 3 5 7

     4 1 5 0

     1 0 5 7      9 2 8 9

       4 3

      7 1 2      5 3 0 0

    - 2 0 6 0      3 7 6 0

    - 4 4 2 4

整理番号

税 務 署

処 理 欄

法

人

名

事 業

年 度

自 令和

至 令和

年

年

月

月

日

日

屋号( )

( 自 社 ホ ー ム ペ ー ジ ア ド レ ス )

１

事

業

内

容

２
支
店
・
子
会
社
の
状
況

支 店 ・ 店 舗 数

支 店 ・ 店 舗 数
所 在 地 国 1

(1) (2)

(1)

支

店

取
引
種
類

子

会

社

４

期

末

従

事

員

等

の

状

況

(1)
期
末
従
事
員
の
状
況

単
位
　
人

（
）

・

(2)賃 金 の
定 め 方

常勤役員

計のうち代表者家族数

計のうちアルバイト数

計

Ａ固
定給

８

経

理

の

状

況

(1)

管

理

者

源泉徴収

社
内
監
査

区分

現金

通帳

氏 名 代 表 者 と の 関 係

他

人

他

人

給 与

配 当

報酬･料金

非居 住者 退 職

利子等

経
理
方
式

実施の有無

当期課税売上高

有

９役員又は役員報酬額の異動の有無 有 無

　

主

要

科

目

 

　

　

　

　

　

現 金 預 金

受 取 手 形
※貸倒引当金控除前

土 地

支 払 手 形

個 人 借 入 金

そ の 他 借 入 金

負

債

の

う

ち

資

産

の

う

ち

ペ ー ジ の

　 有 無 　

所 在 地 国 2

相 手 国

相 手 国

従 業

従 業

主 な 商 品

主 な 商 品

５

Ｐ

Ｃ

利

用

状

況

利

用

(2)

(5)会 計 ソ フ ト 名

(7)デ ー タ の 保 存 先

(6)メ ー ル ソ フ ト 名

(3)社宅・寮
の 有 無 有 無

対象所得

(3)

(2)試算表の
作成状況

( 5 )

毎 月 おおむね 決算時のみ月ごと

無税 抜

(単位：千円)

生 産

管 理

(1)電 子 商 取 引

有 Windows

親

族

親

族

在庫・販

売 管 理

給 与

管 理

財務

管理

（
）

売 上 ( 収 入 ) 高

売 上 ( 収 入 ) 原 価

期 首 棚 卸 高

原材料費(仕入高)

期 末 棚 卸 高

役 員 報 酬

従 業 員 給 料

交 際 費

減 価 償 却 費

営 業 損 益

特 別 利 益

販

管

費

の

う

ち

売

上

原

価

の

う

ち

地 代 家 賃

上記のうち兼業売上(収入)高

注 2

労 務 費
※福利厚生費等を除いてください

外 注 費

減 価 償 却 費

地 代 家 賃

売 上 ( 収 入 ) 総 利 益

1 1 代 表 者 に 対 す る 報 酬 等 の 金 額

賃借料

報酬

支払利息

貸 付 金

借 入 金

仮 払 金

仮 受 金

売 掛 金
※貸倒引当金控除前、注3

棚 卸 資 産 ( 未 成 工 事 支 出 金 )

貸 付 金

建 物
※減価償却累計額控除後

機 械 装 置
※減価償却累計額控除後

買 掛 金
注3

負 債 の 部 合 計
(資産の部合計－純資産の部合計)

資 産 の 部 合 計
(負債の部合計＋純資産の部合計)

車 両 ・ 船 舶
※減価償却累計額控除後

純 資 産 の 部 合 計
(資産の部合計－負債の部合計)

注 2
注 3

運 送 業に お い ては 燃 料 費、 金 融 業・ 保 険 代 理業 に お いて は 、 支払 利 息 割引 料 を　 記載 して くだ さ い 。
金 融業 ・ 保 険代 理 業 にお い て は、 売 掛 金欄 に は未 収 利 息、 買 掛 金欄 に は 未払 利　息 を記載し てくださ い。

(1)

Ｂ歩
合給

ＡＢ
併用

( )

※各科目の単位：千円

※各科目の単位：千円注 4

注 4 「 11代表 者 に対 する 報酬 等 の金 額」 の 各欄 は貴 社 (貴 法人 )が 同 族会 社の 場合 に　 記載 して くだ さい 。

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

　

　

　

　

　

 

単

位

・

千

円

 

 

主

要

科

目

　

 

　

代

表

者

に

対

す

る

報

酬

等

の

金

額

　

　

　

　

 

 

▲
｢

｣
｢

1 1

｣
・

の

各

欄

は

　、

 

千

円

単

位

で

記

載

し

て

く

だ

さ

い

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

 

 

。

~~~~~~~~~~~~~~~~~~~

▲

税

務
署

付

印

受

電話( ) － 自社ホーム

番号

法人

有

無

（ ）業

３
海
外
取
引
状
況

輸
入

輸
出

取引金額(　　　)百万円

国
内

国
内

海

外

海

外

員 数

員 数

輸入 無

国 内 子 会 社 の 数

子 会 社 名 称

子 会 社 名 称

出 資

出 資

割合%

割合%

％

％

海 外

子 会 社 の 数

う ち 出 資 割 合 が

5 0 ％ 以 上 の 海 外
子 会 社 の 数

有

Ｐ Ｃ の
(3)

会 計 ソ フ ト の 利 用 等(4)

利 用 形 態

Ｐ
Ｃ
の 無

Ｏ

Ｓ

Ｐ
Ｃ
の

 Mac  Linux 

そ の他

有 無

ク ラ
ウ ド

外部記
録媒体

Ｐ Ｃ
サーバ

６

販

売

形

態

( イ ン タ ー ネ ッ ト 取 引 )

有・
売上

有・
仕入

有・
経費 無

(2)販 売 チ ャ ネ ル
注 １ 　 　 　 　

自社ＨＰ 他社ＨＰ

有

経理方式

経理方式 ( )

特 別 損 失

税 引 前 当 期 損 益

輸出 (2)
輸

出

入

以

外

の

海

外

取

引 ( )

ロイヤル
ティー　

注 1 ( 1 ) の 有 ・ 売 上 欄 に 該 当 が あ る 場 合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

無
そ

の

他

金銭の
貸借　

役務の

不動産
の売買

提供　
手数料

証券の
売買　

管

理

者

1 0

税 込

(4)

消

費

税

10

こ
の
用
紙
は
控
用
で
す

７
株 主 又 は 株 式 所 有( ) 株 式

異 動 の 有 無
うち
株式交付 交 付

13124
090

ＴＫＣ
   4 1 5 0

   5 3 0 0

電子申告済

R05.08.21
田中忠勝税理士

事務所
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7 780 75 509 2

8 590 80 562 2

9 300 43 562 2

10 1,250 132 562 2

11 710 92 562 1

12 520 84 350 1

1 550 56 350 1

2 600 75 350 1

3 890 103 350 1

4 650 64 350 1

5 60 33 350 1

6 340 28 350 1

7,240 871 5,207 16

9,015 1,255 6,210 25

月

別

の

売

上

高

等

の

状

況

月別

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

月

計

前 期
の実績

当
期
の
営
業

成
績
の
概
要

　

事

業

形

態

（兼業種目） （兼業割合） ％
(1)
兼

業

の
状

況

(2)

事

業

内

容

の

特

異

性

14
決
済
日
等
の
状
況

売 上

仕 入

外 注 費

給 料

締 切 日

締 切 日

締 切 日

締 切 日

決 済 日

決 済 日

決 済 日

15

帳

簿

類

の

備

付

状

況

16

17

加
入
組
合

等
の
状
況

(役職名)

(役職名)

営業時間

定 休 日

開店 時 閉店 時

曜日　　　　　　日

18

売 上 ( 収 入 ) 金 額 仕 入 金 額
外 注 費 人 件 費

円 人

19

( )

主

な

設

備

等

の

状

況

13

税
理
士
の
関
与
状
況

氏 名

事 務 所 所 在 地

電話番号

関与状況

申 告 書 の 作 成

決 算 書 の 作 成

調査立会

伝 票 の 整 理

税務相談

補 助 簿 の 記 帳

総勘定元帳の記帳 源泉徴収関係事務

(1)

(2)

(3)

(4)

従 事

員 数

円

(3) 売 上 区 分 現金売上 掛 売 上
％ ％

帳 簿 書 類 の 名 称

(毎月)毎週

支 給 日

源泉徴収

税　　額

12

｢
｣

月

別

の

売

上

高

等

の

状

況

 

欄

の

単

位

に

ご

注

意

願

い

ま

す

18

。

▲

千 円千 円千 円千 円千 円千 円千

100.0

随時

末日

月末

随時

翌月末日

翌月20日

注文書

総勘定元帳○

仕訳帳○

　　　売上高 　　　仕入高

田中忠勝

東京都江東区東砂４－１８－１０

03

○ ○ ○

○

○

5665 9831

9 18

土日 祝

書面添付参照

-( )



依頼者が自らﾊﾟｿｺﾝに入力した仕訳ﾃﾞｰﾀに基づき 預金通帳、給与台帳、売上請求書、支払請求書、帳票綴り、棚卸表

ｺﾝﾋﾞｰﾀ処理により作成した仕訳帳、総勘定元帳、

試算表、貸借対照表、損益計算書

預金通帳、給与台帳、売上請求書、支払請求書、

帳票綴り、棚卸表

税 理 士 又 は

税 理 士 法 人

氏 名 又 は 名 称

事務所の所在地

書 面 作 成 に

係 る 税 理 士

氏 名

事務所の所在地

所属税理士会等

税 務 代 理 権 限 証 書 の 提 出

氏 名 又 は 名 称

依 頼 者
住所又は事務所

の 所 在 地

電話

税理士会 支部 登録番号 号

有（ ） ・ 無

私（当法人）が申告書の作成に関し、計算し、整理し、又は相談に応じた事項は、下記の

１から４に掲げる事項であります。

１　自ら作成記入した帳簿書類に記載されている事項

帳 簿 書 類 の 名 称 作成記入の基礎となった書類等

帳 簿 書 類 の 名 称 備 考

２　提示を受けた帳簿書類（備考欄の帳簿書類を除く。） に記載されている事項

電話

電話

※整理番号

※ 事 務

処 理 欄

部門 業種 意 見 聴 取連 絡 事 績

年 月 日 税 理 士 名 通知年月日 予定年月日

事 前 通 知 等 事 績

・ ・ ・ ・ ・ ・

第

受
付

印

殿

年 月 日

東京都江東区東砂４－１８－１０

税理士　田中忠勝

(03    ) 5665 - 9831

ール２０５

一般社団法人けやきの会共生

(03    ) 5665 - 9831

東京都江東区亀戸５丁目４番９号弐番館ドミ

税理士法第３３条の２第１項に規定する添付書面

法人税・地方法人税

申告書（ 年分・
令和 4年 7月 1日

令和 5年 6月30日
事業年度分・　　　　  ） に係る

(03    ) 5609 - 7525

東京都江東区東砂４－１８－１０

東京 江東東 74861

税理士　田中忠勝

確定

33の2①

江東東　税務署長

法人税・地方法人税

(１／４)

電子申告完了済 法人税・地方法人税:[電子申告(受付)日時：2023/08/21 10:31:52  受付番号：20230821103152830119]

電子申告済

R05.08.21
田中忠勝税理士

事務所



現金 事務所には現金を置かないようにするため一端代表者が立替え後日精算 領収書

している。(立替経費は個人口座へ振り込んでいる)。

普通預金 普通預金の動きを確認している。残高の不一致があった場合には訂正し 通帳

ている。

売掛金 TKC自計化会計ｿﾌﾄ「e21まいｽﾀｰ｣で処理しているため、売上請求書は会 売上請求書

計と自動連動処理されている。つまり売上請求書が発行された場合には 補助元帳

自動的に会計へ連動する。(元帳摘要ではかんたん請求より計上と表示)

そのため月次監査でこの連動処理を確認し、また売上請求書の控えと売

上高の金額を確認している。(ﾅﾝﾊﾞｰ管理しており突合が容易である。)

　TKCの請求ｼｽﾃﾑでいったん取消事由が発生すると会計にも自動連動す

る。そして再度請求書を発行するとまた自動連動する。

　

前払費用 事務所の2年間の火災保険料を支払ったものであり期間対応させている 領収書

。

買掛金 毎月支払請求書と確認している。まれに買掛金計上を忘れているため追 支払請求書

加計上した。また7月分請求書確認時6月分があったため計上した。

長期借入金 日本政策金融公庫からの借入金である。返済予定表より確認している。 返済予定表

預り金 前期に作成した補助簿の残高を確認している。また7月月次のときに納 納付書

付書により支払を確認している。

売上高 5．その他(5)事業内容に記載の通り、全国各企業・団体様などの協賛金 売上請求書

を(FAXによる申込書を受領)売上としている。

　

福利厚生費 前期加入した中退金の補助金1名2,500円がある。このため雑収入計上し

た。しかし従業員期中退職のため解約した。

雑収入 1名特定求職者雇用開発助成金受給した。ﾊﾛｰﾜｰｸの小冊子を確認して支 特定求職者雇用開発助成

給額、支給時期を確認し収益計上時期も確認した。しかし対象従業員が 金のご案内

期中で退職した。

全国の学校へ寄贈する福祉授産品(ﾌﾟﾘｻﾞｰﾌﾞﾄﾞﾌﾗﾜｰである観葉植物)は1年を経売上高の減少

過したあたりから傷みが目立ってくるため、更新をお願いしている。しかし

更新の中止、新規の契約の減少になった。

計 算 し 、 整 理 した 主 な事 項３

区 分 事 項 備 考

( )１

(  )

(  )

２

３

( )１ のうち顕著な増減事項 増 減 理 由

変 更 等 の 理 由
１( )のうち会計処理方法
に変更等があった事項

※整理番号

(２／４)



退職従業員の住民税について 給与計算時に退職住民税の天引き忘れがあったため、不足額を振り込んで頂くように説明した。

後日入金があった事を確認した。

役員変更について 当期が役員変更の時のため司法書士に依頼する事を説明した。その司法書士の源泉税の納付を納

付書に記載して納付した。

ｲﾝﾎﾞｲｽの制度の説明 当社は免税事業者のため適格請求書発行事業者になるか説明した。

(５)事業内容

    福祉作業所のプリザーブドフラワーに御協賛者様のお力添えを頂き、近隣の学校様に無料で贈呈することを

　行っております。

　　子ども達に福祉作業所の製品を身近に触れてもらうことと、障がい者に仕事を生み出すこと、授産品の流通

　とウエルフェア・トレード（社会的弱者の提供するモノ・サービスを公正な価格で優先的に購入すること）の

　普及活動であります。そして御協賛者様の地縁を深めるきっかけをつくれればという思いで活動しております

　。その他、障がい者の生活相談や就労に向けてのアドバイスなども無料で対応しております。寄贈先ではイン

　テリアや美術教材、道徳人権教育の一環として利用されます。

　　上記の活動のため代表者が電話で御協賛者様を開拓受注し(基本1口6万円)、上記の授産品を外注先である福

　祉施設の障害者職人が1点ずつ心をこめて丁寧に仕上げていただいている。当法人も障害者等が運営している

　。　

(６）総合所見：

　　　1．当税理士事務所は、ＴＫＣ全国会認定の「書面添付実践事務所」です。　　　　　　　　　　　　　

　　　2．当税理士事務所は、ＴＫＣ地域会研修所主催の生涯研修履修事務所です。　　　　　　　　　　　　

　　  3. 当税理士事務所は、依頼者の企業を訪問し、巡回監査を実施しています。　　　　　　　　　　　　

　　  4. 当税理士事務所は、ＴＫＣ財務会計システム及び税務情報システムを利用しています。　　　　　　

　　  5. 法人設立経緯

　　　　代表者は当法人と同様の業務内容で平成２７年６月１日に別法人を設立した。しかし体調不良により

　　　　平成３０年３月２２日に清算結了した。登記所、税務署、都税事務所に届け出済み、解散、清算申告済

　　　　み。

　　　　　体調が回復したため当法人を設立した。

　　　　

相談に応じた事項４

５ その他

事 項 相 談 の 要 旨

※整理番号

(３／４)



区分 事項 備考

３　計算し、整理した主な事項(1)

役員報酬、従業員給与 賃金台帳と突合している。 賃金台帳

雑収入 営業の電話をしていると当法人の活動趣旨を理解して頂い

て寄付を頂く事がある。当期は1件もなかった。

仕入高 協賛をお願いしている物は作業所や施設で制作した観葉植

物（プリザーﾌﾞドフラワー）で、これに係る作業依頼のた

めの外注費と材料仕入をこの勘定科目に計上している。

商品 当期は決算末までに1件の在庫計上した。

消費税、送料も含めている。 請求書

　6月分7月分の仕入請求書、売上請求書の本数を確認して

在庫数を確認している。

(1)のうち顕著な増減事項 増減理由

３　計算し、整理した主な事項(2)

支払手数料の増加 田中会計の決算料とﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘｽｸｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ料の支払回数の増

加(期中で解約した。)

雑収入の減少 特定求職者雇用開発助成金の支給対象者である従業員が期

中で退職したことによる減少と中退金補助の減少。

前渡金の減少 前期計上したﾃﾞｼﾞﾀﾙﾘｽｸｺﾝｻﾝﾃｨﾝｸﾞ料金のを支払いを廃止し

たため。

広告宣伝費の減少 ﾘｽﾃｨﾝｸﾞ広告を廃止したため。

従業員給与の減少 1名在籍の従業員の退職。

通信費の減少 ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ郵送のため切手を購入していたが中止したため

。

旅費交通費、発送配達費の減少 当社は完成品のﾌﾞﾘｻﾞｰﾄﾞﾌﾗﾜｰを学校に納品するが、従業員

退職による完成品の持参回数の減少と受注数の減少による

発送減少。

追加記載する事項

追加記載する事項

＊

＊

※整理番号

Ａ

Ａ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｃ

Ｄ

Ｄ

(４／４)



商号：一般社団法人けやきの会共生

印刷：令和 5年 8月18日(11:41)

一時償却による繰延資産償却内訳明細書
(令和 4年 7月 1日 ～ 令和 5年 6月30日)

（単位：円）

摘要期末帳簿価額償却累計額当期償却額
合　計普通償却限度額

期間
償却

耐用
年数
償却
率

償却基礎金額期首帳簿価額
取得価額年 月 日

処    分
年 月 日
事業供用

数量構 造  ・  細 目

名            称原･販･外
原価区分(%)

部　門
固定資産ｺｰﾄﾞ種

類

【全登録資産】

償却限度額

特別償却限度額

(５％相当額)

P - 1

方法
償却

【繰延資産（一時償却）】

03
0000000003   0･  0･100開業費 一時償却

1.00式
R 2. 7. 6

451,826 451,826 451,826 451,826 451,826 0 0 451,826
          

0
0

種類合計
繰延資産（一時償却）

451,826 451,826 451,826 451,826 451,826 0 0 451,826
【期末資産の取得価額】 【売却益】

0451,826 0 0 0 0 0

【期中買入額】 【期中売却額】 【売却損】 【除却時処分見込価額】 【除却損】

0
0

合計 451,826 451,826 451,826 451,826 451,826 0 0 451,826

13124090
田中忠勝　税理士事務所 (TPS1000-K3  Copyright(C) TKC)ＴＫＣ

（注１）償却累計額の合計の上段は期末所有資産のみの合計を表示しています。
（注２）種類が機械及び装置の普通償却限度額の上段は、増加償却の割合と金額を表示しています。
（注３）圧縮記帳を積立金方式で行っている場合は、TPS1000のメニュー「332 法人税・地方税ワーキングシートの入力」で、圧縮積立金取崩額を別表４に直接入力してください。
（注４）改定償却率による計算を開始している資産は、「償却基礎金額」列の上段に「改定償却率」、下段に「改定取得価額」を表示しています。





勘定項目等

収益、費用の基

No.

様

税　理　士

[　　　　　　　　　　　]事務所の名称及び所在地

印

[　　　　　　　　　　　]連絡先電話番号 （　　　　　　　　 ） －

本的な会計処理

ＹＥＳ ＮＯ
１

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

無

無

無

無

無

無

無

無

無

有

有

有

有

有

有

有

有

有

「中小企業の会計に関する基本要領」の適用に関するチェックリスト

２

３

４

５

６

預貯金は、残高証明書又は預金通帳等により残高が確認されているか。

負債のうち、債務は、原則として、債務額で計上されているか。

資産は、原則として、取得価額で計上されているか。

収益とこれに関連する費用は、両者を対応させて期間損益が計算されてい

生原因となる取引が発生した時又はサービスの提供を受けた時に計上されて

資産、負債の基

本的な会計処理

金銭債権

及び債務

金銭債権がある場合、原則として、取得価額で計上されているか。

受取手形割引額及び受取手形裏書譲渡額がある場合、これが貸借対照表の注記

法的に消滅した債権又は回収不能な債権がある場合、

時価で計上されているか。

判断されたときを除き、評価損が計上されているか。

棚卸資産がある場合、原則として、取得原価で計上されているか。

金銭債務がある場合、原則として、債務額で計上されているか。

残高等
チェック

確  認  事  項

代表取締役

[　　　　　]会　社　名

収益は、原則として、製品、商品の販売又はサービスの提供を行い、かつ、これに対する現

金及び預金、売掛金、受取手形等を取得した時に計上され、費用は、原則として、費用の発

とされている

これらについて貸倒損失が計上されて

回収不能のおそれのある債権がある場合、その回収不能見込額が貸倒引当金として計上され

ているか。

時価が取得原価よりも著しく下落した有価証券を保有している場合、回復の見込みがあると

時価が取得原価よりも著しく下落した棚卸資産を保有している場合、回復の見込みがあると

判断されたときを除き、評価損が計上されているか。

貸倒損失

貸倒引当金

有価証券

棚卸資産

年 月 日

【平成 27 年４月公表】

私は、貴社の　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日までの事業年度における計算書類への「中小企業の会計に関する基本要領」

（以下「中小会計要領」という。）の適用状況に関して、貴社から提供された情報に基づき、次のとおり確認を行いました。

日本税理士会連合会

いるか。

るか。

か。

いるか。

有価証券がある場合、原則として、取得原価で計上され、売買目的の有価証券については、

税理士法人番号

登録番号

一般社団法人けやきの会共生

長谷川　徳幸

田中忠勝

東京都江東区東砂４－１８－１０

田中忠勝　税理士事務所

 4  7  1  5  6 30

5 8 14

03 5665 9831

74861

令和

令和 令和



勘定項目等 確  認  事  項
チェック

無

無

無

無

無

無

無

残高等

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

有

有

有

有

有

有

固定資産８

９

10

13

12

11

14

15

繰延資産

外貨建取引等

リース取引

引当金

純資産

注記

固定資産がある場合、原則として、取得原価で計上されているか。

所    見

有形固定資産は、定率法、定額法等の方法に従い、無形固定資産は、原則とし
り、相当の減価償却が行われているか。

(注)「相当の減価償却」とは、一般的に、耐用年数にわたって、毎期、規則的

て定額法によ

に減価償却を行うことが考

　 えられます。

法人税法固有の繰延資産がある場合、長期前払費用等として計上され、支出の効果の及ぶ期

間で償却されているか。

No.

資産として計上した繰延資産がある場合、その効果の及ぶ期間で償却されてい

固定資産について、災害等により著しい資産価値の下落が判明した場合は、相当の金額が評

価損として計上されているか。

リース取引に係る借手である場合、賃貸借取引又は売買取引に係る方法に準じて会計処理が

行われているか。

将来の特定の費用又は損失で、発生が当期以前の事象に起因し、発生の可能性が高く、かつ、

その金額を合理的に見積ることができる場合、賞与引当金や退職給付引当金等

れているか。

(注)金額的に重要性の乏しいものについては、計上する必要はありません。

中小企業退職金共済、特定退職金共済等が利用されている場合、毎期の掛金が費用処理され

外貨建金銭債権債務がある場合、原則として、取引時の為替相場又は決算時の為替相場によ

る円換算額で計上されているか。

決算時の為替相場によった場合、取引時の円換算額との差額を為替差損益として損益処理さ

れているか。

期末に自己株式を保有する場合、純資産の部の株主資本の末尾に自己株式として一括控除す

る形式で表示されているか。

会社計算規則に基づき、重要な会計方針に係る事項、株主資本等変動計算書に関する事項等

が注記されているか。

会計処理の方法が変更された場合、変更された旨、合理的理由及びその影響の内容が注記さ

中小会計要領に拠って計算書類が作成された場合、その旨の記載の有無

すべての取引につき正規の簿記の原則に従って記帳が行われ、適時に、整然かつ明瞭に、正確かつ網羅的に会

計帳簿が作成されているか。

中小会計要領で示していない会計処理の方法が行われている場合、その処理の方法は、企業の実態等に応じて、

一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行の中から適用されているか。

①「残高等」の欄については、該当する勘定項目等の残高がない場合又は「確認事項」に該当する事実がない場合は、「無」を〇で囲みます。「確認事

  きは、「チェック」欄の「ＮＯ」を〇で囲みます。

②「ＮＯ」の場合は、「所見」欄にその理由等を記載します。

③「所見」欄には、上記のほか、会社の経営に関する姿勢、将来性、技術力等の内容を記載することもできます。

  項」に該当する場合において、中小会計要領に従って処理しているときは、「チェック」欄の「ＹＥＳ」を、中小会計要領に従って処理していないと

るか。

ているか。

として計上さ

有

有

有

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

無

無

無

無

経過勘定 用及び未収収益は、当期の損益計算に反映されているか。

(注)金額的に重要性の乏しいものについては、受け取った又は支払った期の収

　 ことも認められます。

れているか。

経過勘定がある場合、前払費用及び前受収益は、当期の損益計算に含まれず、また、未払費

ＹＥＳ ＮＯ

有

７

純資産のうち株主資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金等から構成されているか。

無
有

ＹＥＳ ＮＯ

ＹＥＳ ＮＯ

益又は費用として処理する
無

無

ＹＥＳ ＮＯ

有

を確認したか。



Ⅰ．当チェックリストで「ＮＯ」とした項目の理由等

 No.9 「繰延資産」について

　　　　　任意償却のため当期は償却しない。

Ⅱ．巡回監査及び書面添付の実施状況

１．当事務所は、貴社との顧問契約に基づき、会計記録の適法性を確保するための指導（巡回監査）を

　　毎月実施しております。

２．貴社の月次決算及び年次決算の実施状況は、株式会社ＴＫＣが発行する「記帳適時性証明書」で確認

　　できます。

３．貴社の税務申告書には、当事務所が作成した「税理士法第33条の2第１項に規定する添付書面」を添付

　　しています。

                                                                                          以　上

別　紙







経 営 分 析 報 告 書
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項 目

現 金 預 金

定 期 性 預 金

現 金 預 金 計

受 取 手 形 等

売 掛 金

売 上 債 権 計

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

土 地

そ の 他 有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 計

無 形 ・ 投 資 等

繰 延 資 産

固 定 ・ 繰 延 資 産 計

資 産 合 計

支 払 手 形 等

買 掛 金

買 入 債 務 計

短 期 借 入 金

割 引 手 形 等

短 期 借 入 債 務 計

未 払 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

長 期 借 入 金 等

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

期 比 較 要 約 貸 借 対 照 表1 0

流

動

資

産

固
定
・
繰
延
資
産

流

動

負

債

固
定
負
債

平均伸び率

( )単位千円

注 前年比が平均伸び率を超える項目の金額に＊印を表示しています。

8,695 4,260 4,107 * 68.7

3,000 3,050 0 0.0

（ 92.9%） （ 89.6%） （ 84.4%）
11,695 7,310 * 4,107 59.3

0 0 0

160 80 60 * 61.2

（ 1.3%） （ 1.0%） （ 1.2%）
160 80 60 * 61.2

（ 1.2%） （ 1.5%） （ 2.1%）
148 121 100 82.3

0 0 0

23 77 * 40 131.8

（ 95.6%） （ 93.1%） （ 88.6%）
12,026 7,589 * 4,308 59.9

0 0 0

0 0 0

0 0 0

104 115 * 104 100.0

451 451 451 100.0

（ 4.4%） （ 6.9%） （ 11.4%）
555 566 * 555 100.0

（ 100.0%） （ 100.0%） （ 100.0%）
12,582 8,156 * 4,864 62.2

0 0 0

219 105 * 43 44.7

（ 1.7%） （ 1.3%） （ 0.9%）
219 105 * 43 44.7

80 960 * 960 346.4

0 0 0

（ 0.6%） （ 11.8%） （ 19.7%）
80 960 * 960 346.4

0 0 0

64 70 * 70 104.5

102 120 * 115 106.2

（ 3.7%） （ 15.4%） （ 24.4%）
466 1,255 * 1,189 159.7

（ 37.5%） （ 46.1%） （ 57.6%）
4,720 3,760 * 2,800 77.0

8,500 5,800 5,300 * 79.0

（ 105.1%） （ 117.2%） （ 166.5%）
13,220 9,560 8,100 * 78.3

（ 108.8%） （ 132.6%） （ 191.0%）
13,686 10,815 9,289 * 82.4

-1,103 -2,659 -4,424 -

0 0 0

（ - ） （ - ） （ - ）
-1,103 -2,659 -4,424 -

年 月 年 月 年 月3 6 4 6 5 6

未 払 法 人 税 等

株 主 資 本

評価差額等・新株予約権

純 資 産 合 計
Y55803



期 比 較 自 己 資 本 グ ラ フ1 0
（ ） （ ）

（ ）

前年比

差 異

（ ）

前年比

差 異

前年比

項 目
記

号

平 均

伸び率

総 資 本

有 利 子 負 債

ギアリング

自 己 資 本

自己資本比率

（ ）

（ ）

（ ）

千 円 ％

比率

4,86412,582 8,156

59.6%（ 64.8%） （ ） 62.2

3,7604,800 4,720

79.7%（ 98.3%） （ ） 88.5

0.00.0 0.0

0.00.0

-4,424-1,103 -2,659

-（ - ） （ ） -

-91.0-8.8 -32.6

-58.4-23.8

15,000 100

12,000 80

9,000 60

6,000 40

3,000 20

0 0

年 月 年 月 年 月3 6 4 6 5 6

Y55803



純 売 上 高

期 首 棚 卸 高

仕 入 高 合 計

期 末 棚 卸 高

変 動 費 合 計

限 界 利 益

限 界 利 益 率

人 件 費 計

労 働 分 配 率

他 の 営 業 外 損 益

他 の 固 定 費 計

設 備 費 計

（ △）棚 卸 高 増 減

勘 定 科 目
勘定科目
コード

固 定 費 合 計

経 常 利 益

経 常 利 益 率

平 均 従 事 員 数

前 年 比

平 均
伸 び 率

前 年 比
/ 年

（ ）

前 年 比（ ）

△ △ △ △ △ △ △ △ △ △

△

△

△ △ △ △ △ △ △ △ △

△ △ △ △ △ △ △ △ △

売

費

動

変

高

上

固

定

費

期

間

費

用

1 0

注 売上高合計の伸び（前年比）を超える項目の金額に＊印を表示しています。

（
）

( )単位千円

売 上 高 4111 8,090 9,015 7,240 80.3 94.6

4112 0 0 0

4113 0 0 0

4114 0 0 0

売 上 値 引 戻 り 高 4115 0 0 0

111.4% 80.3%（ ） （ ）
8,090 9,015 7,240 80.3 94.6

0 0 16

商 品 仕 入 高 5211 1,287 1,255 871 69.4 82.3

5212 0 0 0

5215 0 0 0

5216 0 0 0

仕 入 値 引 戻 し 高 5213 0 0 0

材 料 仕 入 高 5412 0 0 0

5414 0 0 0

1,287 1,255 871 69.4 82.3

外 注 加 工 費 5441 0 0 0

消 耗 品 費 5461 0 0 0

0 0 0

そ の 他 変 動 費 0 0 0

0 16 5 34.8

1,287 1,239 882 71.2 82.8

6,802 7,775 6,357 81.8 96.7* *

84.1% 86.3% 87.8%

役 員 報 酬 2,750 3,550 4,150 116.9 122.8* *

給 与 ・ 賞 与 1,662 2,660 1,057 39.7 79.7*

福 利 厚 生 費 等 684 938 838 89.4 110.7* *

5,097 7,148 6,045 84.6 108.9* *

74.9% 91.9% 95.1%

販 売 促 進 費 242 391 103 26.5 65.4*

事 務 管 理 諸 費 976 1,157 1,222 105.7 111.9* *

接 待 交 際 費 6223 0 0 0

旅 費 交 通 費 720 671 320 47.7 66.7

他 の 製 造 経 費 0 0 0

そ の 他 固 定 費 0 0 0 0.0

支 払 利 息 等 79 41 45 109.5 75.3*

-55 -862 -410 - -

1,964 1,398 1,282 91.7 80.8*

減 価 償 却 費 0 0 0

地 代 家 賃 ・ 賃 借 料 780 712 712 100.0 95.6*

保 険 料 ・ 修 繕 費 0 1 12 1200.0*

780 713 724 101.5 96.4*

0 0 0

118.1% 87.0%（ ） （ ）* *

7,842 9,261 8,053 87.0 101.3* *

-1,039 -1,485 -1,695 - -

-12.8% -16.5% -23.4%

人 人 人1.6 2.1 1.3 61.9 90.1*

期 比 較 変 動 損 益 計 算 書

年 月から 年 月から 年 月から2 7 3 7 4 7
月まで 月まで 月まで 5 4年 年 年3 6 4 6 5 6

Y55803



（ ）前年比

売 上 高

限 界 利 益

人 件 費

固 定 費

経 常 利 益

前年比（ ）

前年比（ ）

前年比（ ）

増 減（ ）

平均従事員数

前年比（ ）

1 0

8,090 100 9,015 100 7,240 100

111.4% 80.3% 94.6（ ） （ ）

6,802 84 7,775 86 6,357 88

100 114.3% 100 81.8% 100 96.7（ ） （ ）

5,097 63 7,148 79 6,045 84

75 140.2% 92 84.6% 95 108.9（ ） （ ）

7,842 97 9,261 103 8,053 111

115 118.1% 119 87.0% 127 101.3（ ） （ ）

-1,039 - -1,485 - -1,695 -

- - - - - -（ ） （ ）

1.6 2.1 1.3人 人 人

0.5 -0.8人 人

期比較変動損益計算書グラフ
千 円（ ）

10,000

7,500

5,000

2,500

0

-2,500

年 月から 年 月から 年 月から2 7 3 7 4 7 平 均記
項 目

月まで 月まで 月まで年 年 年3 6 4 6 5 6号 伸び率

Y55803



前年比

（ ）前年比

（ ）

前年比（ ）

（ ）

前年比（ ）

（ ）

前年比

前年比

1 0

8,090 100 9,015 100 7,240 100売 上 高

111.4% 80.3% 94.6（ ） （ ）

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0売上値引戻り高

8,090 100 9,015 100 7,240 100純 売 上 高

111.4% 80.3% 94.6（ ） （ ）

期比較科目別売上高推移グラフ
千 円（ ）

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

年 月から 年 月から 年 月から2 7 3 7 4 7 平 均記
項 目

月まで 月まで 月まで年 年 年3 6 4 6 5 6号 伸び率

Y55803



前年比

総 資 本

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

有 利 子 負 債

償却前営業利益

（ ）

前年比（ ）

前年比（ ）

前年比（ ）

増 減（ ）

債務償還年数

前年比（ ）

1 0

12,582 100 8,156 100 4,864 100

64.8% 59.6% 62.2（ ） （ ）

80 1 960 12 960 20

1200.0% 100.0% 346.4（ ） （ ）

4,720 38 3,760 46 2,800 58

79.7% 74.5% 77.0（ ） （ ）

4,800 38 4,720 58 3,760 77

98.3% 79.7% 88.5（ ） （ ）

-1,015 -2,306 -2,060

- - -（ ） （ ）

0.0 0.0 0.0

0.0 0.0

期比較総資本と借入金と償却前営業利益グラフ
千 円 年（ ） （ ）

15,000 2.5

12,000 2.0

9,000 1.5

6,000 1.0

3,000 0.5

0 0.0

平 均記
年 月 年 月 年 月項 目 3 6 4 6 5 6

号 伸び率

Y55803
（注）債務償還年数＝（有利子負債－運転資金－現預金）÷（経常利益＋減価償却費－法人税等） 運転資金＝売上債権＋棚卸資産－買入債務



（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）

（ ）日

（ ）日

（ ）日

（ ）

（ ）％

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）月

（ ）％

（ ）％

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

1 0

111.4 80.3 122.6

84.1 86.3 87.8 95.7

74.9 91.9 95.1 66.0

118.1 87.0 119.5

-12.8 -16.5 -23.4 8.7

9,326 10,737 9,170 28,611

7.1 3.2 3.0 51.3

6.6 4.9 5.1 0.9

74.1 26.8 18.5 77.5

87 95 116 -

1.1 1.1 1.6 13.7

-1,038 -1,485 -1,695 -

5,109 4,327 5,430 3,188

4,296 3,732 4,768 3,108

3,219 3,431 4,534 2,016

-656 -713 -1,271 277

2,580.3 604.3 362.4 289.8

2,543.5 588.4 350.5 254.9

243.6 154.9 109.3 62.6

7.1 6.3 6.2 4.3

4.6 8.2 15.1 51.4

-8.8 -32.6 -91.0 29.4

期 比 較 経 営 分 析 表

ＴＫＣ経営指標
経 営 指 標 年 月 年 月 年 月3 6 4 6 5 6 令和 年版（ ）5

対 前 年 売 上 高 比 率

限 界 利 益 率

労 働 分 配 率

固 定 費 増 加 率

売 上 高 経 常 利 益 率

損 益 分 岐 点 売 上 高（年）

売 上 債 権 回 転 期 間

棚 卸 資 産 回 転 期 間

買入債務回転期間（支 払 基 準）

運 転 資 金 の 調 達 高

運 転 資 金 の 要 調 達 率

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１ 人 当 り 売 上 高（年）

１ 人 当 り 限 界 利 益（年）

１ 人 当 り 人 件 費（年）

１ 人 当 り 経 常 利 益（年）

流 動 比 率

当 座 比 率

預 金 対 借 入 金 比 率

借 入 金 対 月 商 倍 率

固 定 長 期 適 合 率

自 己 資 本 比 率
Y55803

（注）ＴＫＣ経営指標の値は、その他の障害者福祉事業：業種コード８５５９の売上規模（５百万円以上～５千万円未満）の分析値を表示しています。



1 0 期同業他社(B A S T )比較生産性分析グラフ
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1 0

-8.8 0 -32.6 0 -91.0 0

0.0 0 0.0 0 0.0 0

0 0 0

-12.8 0 -16.5 0 -23.4 0

-8.3 0 -18.2 0 -34.9 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

-1,103 0 -2,659 0 -4,424 0

8,090 0 9,015 0 7,240 0

0 0 0

0.0 15 0.0 15 0.0 15

-12.8 0 -56.0 0 -45.7 0

-1,015 0 -2,306 0 -2,060 0

15 15 15

15 15 15

要注意先以下 要注意先以下 要注意先以下

期比較企業格付推移グラフ（定量格付）
ｽｺｱ（ ）

100

1 90以上

90

2 80以上

80

3 65以上

65
正常先

4 50以上

50

5 40以上

40

6 25以上

25

要注意先
25未満

以下

0

安全性 収益性 成長性 債務償還能力

年 月 年 月 年 6 月3 6 4 6 5
配点項 目

分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値 分 析 値ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ ｽｺｱ

自 己 資 本 比 率 10

ギアリング比率 12

安 全 性 ス コ ア 22

売上高経常利益率 5

総資本経常利益率 5

当期純利益の推移 5

収 益 性 ス コ ア 15

経常利益増加率 4

自 己 資 本 額 13

売 上 高 8

成 長 性 ス コ ア 25

債 務 償 還 年 数 15

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 8

償却前営業利益 15

債務償還能力スコア 38

定 量 格 付 100

債 務 者 区 分Y55803
（注1）企業格付 の判定は、定量分析に基づいており、定性分析は含めていません。（定量格付）

（注2）債務者区分の判定は、延滞や条件変更等がないものとして判定しています。



）

0

0

0

11 11

0

0

0

1,684 69 960 335 3,050

0

0

37 37

21 21

19 19

85 5 61 152

1,695 69 0 0 960 500 0 0 5 61 0 0 0 0 3,292

資 金 源 泉 使 途 対 応 表（ ）1

4 7 1 5 6 3 0 （単位千円）（令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日）資金源泉使途・当期対応表□

使 途 基 礎 資 本 財 務 資 本 運 転 資 本

合 計税 引 前 法 人 税 等 株主配当・ 固定・繰延資産 長期借入金等 その他固定 短期借入金・ 定期性預金 その他流動 買 入 債 務 その他流動 棚 卸 資 産 売上債権（含割手等） 現金・預金

源 泉 当期純損失 支 払 役員賞与等 の 増 加 の 減 少 負債の減少 割手等の減少 の 増 加 負債の減少 の 減 少 資産の増加 の 増 加 の 増 加 の 増 加

税 引 前

当 期 純 利 益基

減 価 償 却 費礎

資本金・法定資

準備金の増加

本
固定・繰延資産

の 減 少

長期借入金等

の 増 加財

そ の 他 固 定
務

負 債 の 増 加

短期借入金・資

割手等の増加
本

定 期 性 預 金

の 減 少

そ の 他 流 動

負 債 の 増 加

買 入 債 務

運 の 増 加

そ の 他 流 動
転

資 産 の 減 少

棚 卸 資 産資

の 減 少
本

売上債権 含割手等（

の 減 少

現 金 ・ 預 金

の 減 少

合 計

Y55803



）

0

0

0

0

0

0

880 880

2,300 134 565 3,000

12 12

0

0

47 47

99 99

1,194 3,200 175 16 4,587

3,180 134 0 0 1,920 3,200 0 0 0 175 16 0 0 0 8,627

資 金 源 泉 使 途 対 応 表（ ）2

3 7 1 5 6 3 0 （単位千円）（令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日）資金源泉使途・前期／当期通算対応表□

使 途 基 礎 資 本 財 務 資 本 運 転 資 本

合 計税 引 前 法 人 税 等 株主配当・ 固定・繰延資産 長期借入金等 その他固定 短期借入金・ 定期性預金 その他流動 買 入 債 務 その他流動 棚 卸 資 産 売上債権（含割手等） 現金・預金

源 泉 当期純損失 支 払 役員賞与等 の 増 加 の 減 少 負債の減少 割手等の減少 の 増 加 負債の減少 の 減 少 資産の増加 の 増 加 の 増 加 の 増 加

税 引 前

当 期 純 利 益基

減 価 償 却 費礎

資本金・法定資

準備金の増加

本
固定・繰延資産

の 減 少

長期借入金等

の 増 加財

そ の 他 固 定
務

負 債 の 増 加

短期借入金・資

割手等の増加
本

定 期 性 預 金

の 減 少

そ の 他 流 動

負 債 の 増 加

買 入 債 務

運 の 増 加

そ の 他 流 動
転

資 産 の 減 少

棚 卸 資 産資

の 減 少
本

売上債権 含割手等（

の 減 少

現 金 ・ 預 金

の 減 少

合 計

Y55803



（単位：千円）

提供

純売上高

総資本

自己資本

１． 純売上高 8,090 9,015 7,240

２． 前期差額 925 1,775△

３． 前期対比 111.4 80.3

４．（経常利益率）

５． 総資本 12,582 8,156 4,864

６． 前期差額 4,425 3,292△ △

７． 前期対比 64.8 59.6

８．（総資本回転率） 0.6 1.1 1.5

９． 自己資本 1,103 2,659 4,424△ △ △

１０． 前期差額 1,555 1,765△ △

１１． 前期対比 - -

１２．（自己資本比率）

１３．（総資本経常利益率）

純 売 上 高 推 移 グ ラ フ
（決算額）一般社団法人 けやきの会共生 田中忠勝 税理士事務所(13124/090)

２，０００万円

１，５００万円

１，０００万円

５００万円

０万円

年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 年 月 ３年 ６月 ４年 ６月 ５年 ６月



１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７

１８

１９

２０

２１

２２

２３

２４

２５

２６

２７

２８

２９

３０

３１

３２

３３

３４

３５

３６

３７

３８

３９

４０

４１

４２

４３

４４

４５

４６

４７

４８

４９

５０

税引前当期純利益 -1,039 -1,485 -1,695
減価償却費 0 0 0
貸倒引当金の増減額 0 0 0
賞与引当金の増減額 0 0 0
退職給付引当金の増減額 0 0 0
その他の引当金の増減額 0 0 0
受取利息及び受取配当金 0 0 0
支払利息等 79 41 45
為替差損益 0 0 0
固定資産等売却益 0 0 0
固定資産等除売却・評価損 0 0 0
売上債権の増減額 -160 80 20
棚卸資産の増減額 -148 26 21
仕入債務の増減額 219 -180 4
未払消費税等の増減額 0 0 0
割引手形等の増減額 0 0 0
その他の流動資産・負債等の増減額 78 18 -22

役員賞与の支払額 0 0 0
小 計 -969 -1,499 -1,627

利息及び配当金の受取額 0 0 0
利息等の支払額 -79 -41 -45

法人税等の支払額 0 -64 -69
営業活動によるキャッシュ・フロー -1,049 -1,604 -1,742
有価証券の増減額 0 0 0
有形固定資産等の取得による支出 0 0 0
有形固定資産等の売却による収入 0 0
投資有価証券の増減額 0 0 0
貸付金の増減額 0 0 0
その他の固定資産等の増減額 -3,555 -50 3,050

投資活動によるキャッシュ・フロー -3,555 -50 3,050
短期借入金の増減額 0 0 0
ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ債務等の返済による支出 0 0 0
長期借入金等の返済による支出 -200 -80 -960
長期借入れ等による収入 5,000 0 0
資本金等の増減額 0 0 0
配当金の支払額 0 0 0
その他の固定負債等の増減額 8,500 -2,700 -500

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,300 -2,780 -1,460
現金及び現金同等物に係る為替換算差額 0 0 0
現金及び現金同等物の増減額 8,695 -4,434 -152
現金及び現金同等物期首残高 0 8,695 4,260
資金範囲の変更に伴う調整額 0 0 0
現金及び現金同等物期末残高 8,695 4,260 4,107

（１）貸借対照表上の「現金及び預金」 11,695 7,310 4,107
（２）資金に該当しない「預金」 3,000 3,050 0
（３）預入期間が３か月を超える定期預金 0 0 0
（４）有価証券のうち、資金に加算した金額 0 0 0

（１－２－３＋４）現金及び現金同等物 8,695 4,260 4,107

3 期比較キャッシュ・フロー計算書
一般社団法人 けやきの会共生

（単位：千円、千円未満切り捨て）

2 7 3 7 4 7年 月から 年 月から 年 月から
項 目 名

年 月まで 年 月まで 年 月まで3 6 4 6 5 6

減 及

価 び

償 引

却 当

費 金営

損業
益
項活
目

動 の
調

に 整

よ 営 産
業 及る
活 び
動 負キ
に 債

ャ 係 の
る 増

ッ 資 減

シ

ュ

・

フ

ロ

ー

投キ
ャ資
ッ活
シ動
ュに
・よ
フる
ロ
ー

財 キ
務 ャ
活 ッ
動 シ
に ュ
よ ・
る フ

ロ
ー

注：貸借対照表上の「現金及び預金」とキャッシュ・フロー 計算書上の「現金及び現金同等物」との調整は以下の通りです。

3 6 3 0 4 6 3 0 5 6 3 0年 月 日 年 月 日 年 月 日項 目 名

（注）キャッシュ・フロー計算書は会社法上の計算書類ではありませんが、参考資料として出力しています。

Y55803



（注）「黒字企業平均」の数値は、「ＴＫＣ経営指標（ 年版）」における同業黒字企業 件の平均値です。

また、その分類水準は、 分類で、参照業種名は、 （ ）です。

なお、分類水準が中分類の場合は、近接の異業種を含んだ数値となっています。

（粗利益）

○

12,026 95.6 7,589 93.1 4,308 88.6 56.8 13,652 59.1
11,854 94.2 7,389 90.6 4,167 85.7 56.4 12,011 52.0
11,695 92.9 7,310 89.6 4,107 84.4 56.2 7,583 32.8

159 1.3 79 1.0 59 1.2 75.0 4,427 19.2
148 1.2 121 1.5 100 2.1 82.3 74 0.3
23 0.2 78 1.0 40 0.8 52.2 1,566 6.8
104 0.8 115 1.4 104 2.1 90.4 9,409 40.7
0 0.0 0 0.0 0 0.0 7,836 33.9

104 0.8 115 1.4 104 2.1 90.4 1,573 6.8
451 3.6 451 5.5 451 9.3 100.0 45 0.2

12,582 100.0 8,156 100.0 4,864 100.0 59.6 23,107 100.0
466 3.7 1,255 15.4 1,189 24.4 94.7 4,711 20.4
219 1.7 105 1.3 43 0.9 41.5 182 0.8
80 0.6 960 11.8 960 19.7 100.0 1,726 7.5
0 0.0 0 0.0 0 0.0

13,220 105.1 9,560 117.2 8,100 166.5 84.7 11,593 50.2
4,720 37.5 3,760 46.1 2,800 57.6 74.5 9,672 41.9
-1,103 - -2,659 - -4,424 - - 6,802 29.4
-1,103 - -2,659 - -4,424 - - 6,802 29.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0
8,090 100.0 9,015 100.0 7,240 100.0 80.3 31,473 100.0
1,287 15.9 1,239 13.7 882 12.2 71.2 1,986 6.3
6,802 84.1 7,775 86.3 6,357 87.8 81.8 29,486 93.7
7,817 96.6 10,082 111.8 8,417 116.3 83.5 27,573 87.6

242 3.0 391 4.3 103 1.4 26.5 5,658 18.0
7,574 93.6 9,691 107.5 8,314 114.8 85.8 21,914 69.6
2,750 34.0 3,550 39.4 4,150 57.3 116.9 4,466 14.2
2,347 29.0 3,598 39.9 1,895 26.2 52.7 14,934 47.5

0 0.0 0 0.0 0 0.0 964 3.1
-1,015 - -2,306 - -2,060 - - 1,912 6.1

55 0.7 862 9.6 410 5.7 47.6 1,015 3.2
0 0.0 0 0.0 0 0.0 53.6 7 0.0

79 1.0 41 0.5 45 0.6 109.5 188 0.6
79 1.0 41 0.5 45 0.6 109.5 118 0.4

-1,039 - -1,485 - -1,695 - - 2,739 8.7
0 0.0 0 0.0 0 0.0 100.0 278 0.9

-1,039 - -1,485 - -1,695 - - 3,018 9.6
0 0.0 0 0.0 0 0.0 984 3.1

1,287 15.9 1,239 13.7 882 12.2 71.2 1,986 6.3
1,287 15.9 1,239 13.7 882 12.2 71.2 475 1.5

0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,510 4.8
0 0.0 0 0.0 0 0.0 102 0.3
0 0.0 0 0.0 0 0.0 1,048 3.3
0 0.0 0 0.0 0 0.0 167 0.5
0 0.0 0 0.0 0 0.0 20 0.1
0 0.0 0 0.0 0 0.0 186 0.6
0 0.0 0 0.0 0 0.0 14 0.0

8,090 118.9 9,015 115.9 7,240 113.9 80.3 31,473 102.6
1,287 18.9 1,239 15.9 882 13.9 71.2 475 1.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 100 0.3
0 0.0 0 0.0 0 0.0 167 0.5
0 0.0 0 0.0 0 0.0 51 0.2

6,802 100.0 7,775 100.0 6,357 100.0 81.8 30,677 100.0
84.1 86.3 87.8 101.8 97.5

4,296 3,732 4,768 127.8 3,107
5,097 74.9 7,148 91.9 6,045 95.1 84.6 20,442 66.6

0 0.0 0 0.0 0 0.0 996 3.2
4,412 64.9 6,210 79.9 5,207 81.9 83.8 17,255 56.2

684 10.1 938 12.1 838 13.2 89.4 2,190 7.1

令和 5 1 2 1

8 5 5 9その他の障害者福祉事業細

期 比 較 財 務 諸 表3
一般社団法人 けやきの会共生

（単位：千円、千円未満切り捨て）

黒 字 企 業 平 均（ ）Ａ （ ）Ｂ 対 比2年 7月から 3年 7月から 4年 7月から項 目
3年 6月まで 4年 6月まで 5年 6月まで Ｂ ／ Ａ（ ）構成比 構成比 構成比 令和 年版 構成比5

流 動 資 産

当 座 資 産

（ 現 金 預 金 ）
貸 （ 売 上 債 権 ）

棚 卸 資 産

その他流動資産

固 定 資 産借

有 形 固 定 資 産

無形固定資産・投資

繰 延 資 産
対

総 資 産

流 動 負 債

（ 買 入 債 務 ）
照 （短期借入金）

（割引手形等）

固 定 負 債

（長期借入金等）表

純 資 産

株 主 資 本

評価差額等・新株予約権

純 売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益
損 販売費・一般管理費

販 売 費

一 般 管 理 費
益

（ 役 員 報 酬 ）

（役員外販管人件費）

Ａ（減価償却費 ）○
計

営 業 利 益

営 業 外 収 益

（受取利息・配当金）算
営 業 外 費 用

（支払利息割引料）

経 常 利 益書

特 別 損 益

税 引 前 当 期 純 利 益

Ａ＋Ｂ（減価償却費計 ）○ ○

売 上 原 価

商 品 売 上 原 価売
製 品 売 上 原 価上

材 料 費原

価 労 務 費
内 外 注 加 工 費
訳 Ｂ減 価 償 却 費
書

そ の 他 の 経 費

棚 卸 高 増 減（△）

純 売 上 高

商 品 売 上 原 価付
材 料 費

加
外 注 加 工 費

価 工 場 消 耗 品 費

加 工 高
値

加工高（粗利益）比率（％）
計 加工高労働生産性

人 件 費算

労 務 費
書

給 料 手 当

福 利 厚 生 費

Y55803
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（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

1.6 2.1 1.3 -0.8 64.0 9.9
-8.1 -28.3 -42.4 -14.1 - 8.3
-8.3 -18.2 -34.9 -16.6 - 11.9
0.0 0.0 0.0 0.0 44.4
0.6 1.1 1.5 0.4 134.7 1.4

559.9 330.2 245.2 -85.0 74.3 268.0
535.2 307.3 217.2 -90.1 70.7 158.3
520.4 296.0 207.1 -88.9 70.0 88.0
7.1 3.2 3.0 -0.2 93.4 51.3
6.6 4.9 5.1 0.1 102.5 0.9
1.1 3.2 2.1 -1.1 65.0 18.2
24.7 22.9 28.0 5.1 122.1 109.7
0.0 0.0 0.0 0.0 84.2
20.7 50.9 59.9 9.1 117.9 54.6
9.8 4.3 2.2 -2.1 51.7 2.1
74.1 26.8 18.5 -8.4 68.8 77.5

588.3 387.1 408.4 21.3 105.5 134.4
-49.1 -107.7 -223.1 -115.4 - 78.9
-12.5 -25.6 -28.5 -2.9 - 6.1
-12.8 -16.5 -23.4 -6.9 - 8.7
84.1 86.3 87.8 1.6 101.8 93.7
0.0 0.0 0.0 0.0 0.3
0.0 0.0 0.0 0.0 3.3
0.0 0.0 0.0 0.0 0.5
0.0 0.0 0.0 0.0 0.6
96.6 111.8 116.3 4.4 104.0 87.6
63.0 79.3 83.5 4.2 105.3 61.6
0.7 9.6 5.7 -3.9 59.2 3.2
1.0 0.5 0.6 0.2 136.4 0.6
1.0 0.5 0.6 0.2 136.4 0.4

5,109 4,327 5,430 1,102 125.5 3,188
84.1 86.3 87.8 1.6 101.8 97.5

4,296 3,732 4,768 1,035 127.8 3,108
3,219 3,431 4,534 1,102 132.1 2,016
74.9 91.9 95.1 3.2 103.4 66.0

7,946 3,915 3,648 -266 93.2 2,340
0 0 0 0 735

422.5
-656 -713 -1,271 -558 - 277

2,580.3 604.3 362.4 -241.9 60.0 289.8
2,543.5 588.4 350.5 -237.9 59.6 254.9
243.6 154.9 109.3 -45.6 70.5 62.6
7.1 6.3 6.2 -0.1 99.2 4.3

-50.4 -21.3 -12.6 8.8 - 139.0
4.6 8.2 15.1 6.9 184.1 51.4
-8.8 -32.6 -91.0 -58.4 - 29.4
87.8 86.5 82.0 -4.5 94.8 110.3
4.4 2.4 1.2 -1.2 50.2 1.0
0.0 0.0 0.0 0.0 167.6

-1,103 -2,659 -4,424 -1,765 - 6,802
0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

-12.8 -56.0 -45.7 10.3 - 16.2
-1,015 -2,306 -2,060 246 - 2,897

111.4 80.3 -31.1 72.1 122.6
-446 -209 236 - 870

9,326 10,737 9,170 -1,566 85.4 28,611
-15.3 -19.1 -26.7 -7.6 - 9.1
84.1 86.3 87.8 1.6 101.8 95.7

7,842 9,261 8,053 -1,208 87.0 27,394
118.1 87.0 -31.2 73.6 119.5
11.4 -19.7 -31.1 - 22.6

-12.5 -25.6 -28.5 -2.9 - 6.1
-641 -1,107 -1,545 -437 - 193
0.0 0.0 0.0 0.0 1.3
0.1 0.1 0.2 0.1 150.7 1.6
-8.8 -32.6 -91.0 -58.4 - 29.4

期 比 較 経 営 分 析 表3
一般社団法人 けやきの会共生 5 6 3 0令和 年 月 日現在

項 目 3年 6 月 4 年 6 月 5 年 6 月（Ａ） （Ｂ） 差 異（Ｂ－Ａ） 対比（Ｂ／Ａ） 黒字企業平均
平均従事員数（月）人

総資本営業利益率 ％

総資本経常利益率 ％

自己資本利益率（税引前） ％

総資本回転率 回収 資
総 資 本 日

回 流 動 資 産 日

現金・預金 日
本

売 上 債 権 日

棚 卸 資 産 日転益
その他流動資産 日

回
固定・繰延資産 日

有形固定資産 日
期

流 動 負 債 日
転

買 入 債 務 日
性

買入債務（ ）支払基準 日
間 固 定 負 債 日

率
自 己 資 本 日

売上高営業利益率 ％

売上高経常利益率 ％売
分 売上総利益率 ％

上 材 料 費 ％
対 労 務 費 ％

高売 外注加工費 ％
上 経 費 ％利析 販売費・一般管理費 ％高

販管人件費 ％益比
営業外収益 ％率

率 営業外費用 ％

支払利息割引料 ％
千１人当り売上高（年） 円

加 工 高（粗利益）比率 ％
千生 １人当り加工高（粗利益）（ ）年 円

千産 １人当り人件費（年） 円

性 労働分配率（限界利益） ％
千１人当り総資本 円分
千１人当り有形固定資産 円析

加工高設備生産性 ％
千１人当り経常利益（年） 円

流 動 比 率 ％

当 座 比 率 ％
安 預金対借入金比率 ％
全 借入金対月商倍率 月

固 定 比 率 ％性
固定長期適合率 ％分
自 己 資 本 比 率 ％析
経 常 収 支 比 率 ％

実 質 金 利 率 ％

債 ギアリング比率 ％
千務 自 己 資 本 額 円

償
債 務 償 還 年 数 年

還
インタレスト・カバレッジ・レシオ 倍能

千力 償 却 前 営 業 利 益 円

成 対前年売上高比率 ％
長 千経常利益増加額 円性

千損 損益分岐点売上高（年） 円
益

経 営 安 全 率 ％分
岐 限 界 利 益 率 ％

千点 固 定 費（年） 円
分

固 定 費 増 加 率 ％析

ロ
ー

売 上 増 加 率 ％
カ
ル

営 業 利 益 率 ％

ベ
千労 働 生 産 性

ン
円

チ EBITDA有利子負債倍率 倍
マ
ー

営業運転資本回転期間 月

ク 自 己 資 本 比 率 ％
Y55803



（２）法人税・地方法人税の電子申告

１．電子申告の内容

法 人 名

（３）消費税の電子申告

申 告 の 種 類

電 子 署 名

納 税 地

代 表 者 氏 名

事 業 年 度

電 子 申 告 日

法人税・地方法人税・消費税の電子申告完了報告書

中間申告の対象期間

申 告 の 種 類

電 子 署 名

電 子 申 告 日

２．国税庁（国税受付システム）からの「受信通知」の内容

所 轄 税 務 署

（１）納税者情報

課 税 期 間

有     ・     無代表者: 

有     ・     無代表者: 

令和 5年 8月21日

田中忠勝　税理士事務所

一般社団法人けやきの会共生

一般社団法人けやきの会共生

東京都江東区亀戸５丁目４番９号弐番館ドミール２０５

長谷川　徳幸

確定申告（ 25種類）令和 5年 8月21日（10時31分52秒）

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日

江東東税務署

P -   1

ＴＫＣ電子申告システム(e-TAX1000)を用いて、貴社の法人税・地方法人税の電子申告を完了しました

ので、ご報告いたします。

【 法人税・地方法人税の受信通知 】
 　提出先：江東東税務署
 　利用者識別番号：2001032421210070
 　氏名又は名称：一般社団法人けやきの会共生
 　代表者等氏名：長谷川　徳幸
 　受付番号：20230821103152830119
 　受付日時：令和 5年 8月21日（10時31分52秒）
 　種目：法人税及び地方法人税申告書
 　事業年度　自：令和04年07月01日
 　事業年度　至：令和05年06月30日
 　税目：法人税
 　申告の種類：確定
 　所得金額又は欠損金額：△1,695,269円
 　この申告による還付金額：10円
 　欠損金又は災害損失金等の当期控除額：
 　翌期へ繰り越す欠損金又は災害損失金：4,220,403円
 　税目：地方法人税
 　申告の種類：確定
 　課税標準法人税額：0円
 　差引確定地方法人税額：0円
 　備考：HUBH175I:添付書類（PDF）の受信通知について、メッセージボックスよりご確認く
ださい。
 　還付申告について：還付申告の処理は、提出が必要な添付書類が税務署に到着してからと
なります。別途提出が必要な場合は、添付書類に送付書を添えて早めに提出願います。

【 法人税・地方法人税の添付書類(PDF)の受信通知 】
 　提出先：江東東税務署
 　利用者識別番号：2001032421210070
 　元の申告・申請書の受付番号：20230821103152830119
 　氏名又は名称：一般社団法人けやきの会共生
 　代表者等氏名：長谷川　徳幸
 　受付番号：20230821103152831116
 　受付日時：令和 5年 8月21日（10時31分52秒）

(e-TAX1000 Copyright(C) TKC)

殿



送 信 ・ 添 付 書 類 名行

P -   2

令和 5年 8月21日

一般社団法人けやきの会共生 殿

1 ＜ 法人税・地方法人税の電子申告書類 ＞

2 別表一　

3 別表一(次葉)　

4 別表四　

5 別表五(一)　

6 別表五(二)　

7 別表六(一)　

8 別表七(一)　

9 別表十一(一の二)　

10 貸借対照表

11 損益計算書(製造原価報告書等を含む)

12 株主資本等変動計算書

13 個別注記表

14 預貯金等の内訳書

15 売掛金(未収入金)の内訳書

16 仮払金(前渡金)の内訳書/貸付金及び受取利息の内訳書

17 棚卸資産(商品又は製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品)の内訳書

18 買掛金(未払金・未払費用)の内訳書

19 仮受金(前受金・預り金)の内訳書/源泉所得税預り金の内訳

20 借入金及び支払利子の内訳書

21 役員給与等の内訳書

22 地代家賃等の内訳書/工業所有権等の使用料の内訳書

23 雑益、雑損失等の内訳書

24 法人事業概況説明書

25 税理士法第33条の2第1項に規定する添付書面（法人税・地方法人税）

26 税務代理権限証書

27 ＜ 法人税・地方法人税の事前作成した添付書類(PDF) ＞

28 別表十六(六)(別表十六(六).pdf)

29 以上

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

３．電子申告・別途送付書類

(e-TAX1000 Copyright(C) TKC)



(e-TAX1000 Copyright(C) TKC)

１．電子申告の内容

法 人 名

申 告 の 種 類

納 税 地

代 表 者 氏 名

都道府県民税･事業税･特別法人事業税･市町村民税の電子申告完了報告書

２．地方税ポータルシステム(eLTAX)からの「受付通知」の内容

電 子 申 告 日

事 業 年 度

（２）都道府県民税･事業税･特別法人事業税の電子申告

申 告 の 種 類

電 子 申 告 日

事 業 年 度

（３）市町村民税の電子申告

（１）納税者情報

申 告 先 団 体 数

申 告 先 団 体 数

代表者電子署名 有     ・     無

代表者電子署名 有     ・     無

【 都道府県民税･事業税･特別法人事業税の受付通知 】
 　納税者の氏名又は名称：一般社団法人けやきの会共生
 　発行元：東京都中央都税事務所
           法人事業税課法人事業税班
   電話番号：03-3553-2151
 　発行日時：2023/08/21 10:32:17
 　件名：申告受付完了通知
 　メッセージ本文：送信された申告データを受付けました。
 　　　　　　　　　後日、発行元の担当者から、申告内容についての確認をさせていただく場合が
 　　　　　　　　　ありますので、ご了承ください。
 　　　　　　　　　また、本通知に添付された受付済みの申告書に、個人番号が含まれている場合
 　　　　　　　　　は、削除しております。(MUD002I)
 　　　　　　　　　　法人事業税　所得金額総額　　　　　　　     -1,695,269円
 　　　　　　　　　　法人事業税　申告納付税額　　　　　　　              0円
 　　　　　　　　　　特別法人事業税　申告納付税額　　　　　              0円
 　　　　　　　　　　法人県民税（法人税割）　課税標準総額　              0円
 　　　　　　　　　　法人県民税（法人税割）　申告納付税額　              0円
 　　　　　　　　　　法人県民税（均等割）　申告納付税額　　         70,000円
 　受付日時：2023/08/21 10:32:17
 　取扱日：2023/08/21
 　受付番号：R1-2023-17387816
 　手続名：法人都道府県民税・事業税・特別法人事業税又は地方法人特別税　確定申告
 　事業年度(期別)：R04/07/01 ～ R05/06/30
 　提出先：東京都中央都税事務所長
 　ファイル名称：13000.xml

確定申告

一般社団法人けやきの会共生
P -   1

令和 5年 8月21日

田中忠勝　税理士事務所

ＴＫＣ電子申告システム(e-TAX1000)を用いて、貴社の都道府県民税･事業税･特別法人事業税について

の電子申告を完了しましたので、ご報告いたします。

一般社団法人けやきの会共生

東京都江東区亀戸５丁目４番９号弐番館ドミール２０５

長谷川　徳幸

令和 4年 7月 1日～令和 5年 6月30日

令和 5年 8月21日（10時32分17秒）    1団体

殿



送 信 ・ 添 付 書 類 名行

P -   2

令和 5年 8月21日
一般社団法人けやきの会共生 殿

【申告先：東京都】1

＜ 都道府県民税･事業税･特別法人事業税の電子申告書類 ＞2

第六号様式3

第六号様式別表四の三4

第六号様式別表九5

税務代理権限証書6

7 以上

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

(e-TAX1000 Copyright(C) TKC)

３．電子申告・別途送付書類




